
 

 

 

 

第 19 回 

 

 

熊本県議会 

 

環境対策特別委員会会議記録 
 

 

平成26年９月29日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開 会 中 

 

 

場所  全 員 協 議 会 室 



第19回 熊本県議会 環境対策特別委員会会議記録（平成26年９月29日) 

 

 - 1 -

 

 第 19 回  熊本県議会 環境対策特別委員会会議記録 

 

平成26年９月29日（月曜日） 

            午前10時０分開議 

            午後０時18分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 (1)産業廃棄物処理施設の公共関与推進に関

する件について 

 (2)有明海・八代海の環境の保全、改善及び  

水産資源の回復等による漁業の振興に

関する件について 

 (3)地球温暖化対策に関する件について 

 (4)付託調査事件の閉会中の継続審査につい  

て  

――――――――――――――― 

出席委員（14人） 

        委 員 長 森   浩 二 

        副委員長 内 野 幸 喜 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 鬼 海 洋 一 

        委  員 氷 室 雄一郎 

        委  員 荒 木 章 博 

        委  員 井 手 順 雄 

        委  員 重 村   栄 

        委  員 小早川 宗 弘 

        委  員 松 岡   徹 

        委  員 早 田 順 一 

        委  員 山 口 ゆたか 

        委  員 緒 方 勇 二 

        委  員 橋 口 海 平 

欠席委員（１人） 

        委  員 早 川 英 明 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 環境生活部    

         部 長 谷 﨑 淳 一 

        環境局長 村 山 栄 一 

政策調整審議員兼 

環境政策課課長補佐 江 藤 公 俊 

    環境立県推進課長 佐 藤 美智子 

      環境保全課長 川 越 吉 廣 

      自然保護課長 三 原 義 之 

      首席審議員兼 

廃棄物対策課長 坂 本 孝 広 

 企画振興部 

審議員兼 

交通政策課課長補佐 財 津 和 宏 

商工観光労働部 

     新産業振興局長 奥 薗 惣 幸 

産業支援課長 古 森 美津代 

エネルギー政策課長 村 井 浩 一 

 農林水産部 

        生産局長 山 中 典 和 

        水産局長 平 岡 政 宏 

政策調整審議員兼 

農林水産政策課課長補佐 宮 本   正 

      農業技術課長 園 田   誠 

        園芸課長 古 場 潤 一 

        畜産課長 矢 野 利 彦 

      農地整備課長 池 田 雄 一 

      首席審議員兼 

      森林整備課長 長﨑屋 圭 太 

      林業振興課長 江 上 憲 二 

      森林保全課長 塩 木 康 博 

      水産振興課長 平 山   泉 

漁港漁場整備課長 原 田 高 臣 

  水産研究センター所長 鎌 賀 泰 文 

 土木部 

総括審議員兼 

      河川港湾局長 渡 邊   茂 

    土木技術管理課長 古 澤 章 吾 

        審議員兼 
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   道路整備課課長補佐 植 野 幹 博 

        審議員兼 

   都市計画課課長補佐 竹 田 尚 史 

審議員兼 

 都市計画課景観公園室長 緒 方   誠 

      下水環境課長 宮 本 秀 一 

河川課長 持 田   浩 

        港湾課長 平 山 高 志 

        建築課長 田 邉   肇 

     審議員兼建築課 

建築物安全推進室長 上 妻 清 人 

教育委員会事務局 

      義務教育課長 浦 川 健一郎 

 企業局 

   次長兼総務経営課長 五 嶋 道 也 

   審議員兼総務経営課 

    荒瀬ダム撤去室長 堀 内 眞 二 

        工務課長 福 原 俊 明 

 警察本部 

       交通部参事官 髙 山 広 行 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

   政務調査課主幹   福 田 聖 哉 

   議事課主幹     甲 斐   博 

――――――――――――――― 

  午前10時０分開議 

○森浩二委員長 ただいまから第19回環境対

策特別委員会を開催します。 

 お手元に配付の委員会次第に従い、付託調

査事件を審議させていただきますので、よろ

しくお願いします。 

 議題１、産業廃棄物処理施設の公共関与推

進に関する件、２、有明海・八代海の環境の

保全、改善及び水産資源の回復等による漁業

の振興に関する件及び３、地球温暖化対策に

関する件について、一括して執行部から説明

を受け、その後、質疑は議題ごとに行いたい

と思います。 

 なお、委員会の運営を効率的に行いたいと

考えておりますので、説明につきましては、

簡潔にお願いします。また、説明者は、着座

にて説明をお願いします。 

 では、執行部から説明をお願いします。 

 

○坂本廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ

います。 

 お手元の資料の１ページ、産業廃棄物処理

施設の公共関与推進に関する件について御説

明をさせていただきます。 

 ２ページ目をお開きいただきたいと思いま

す。 

 前回の委員会から以降の進捗に関しまし

て、御説明をさせていただきます。 

 まず、工事関係でございますけれども、覆

蓋施設、雨水集排水施設、浸出水処理施設

等、工事は順調に推移をしております。９月

３日には上棟式も実施しております。 

 今後、９月中には覆蓋施設を全て完了いた

しまして、10月中旬から遮水シートの敷設工

事などを実施していく予定としております。 

 申しわけございませんが、お手元の資料の

４ページ目をお開きいただきたいと思いま

す。 

 写真が載っておりますけれども、一番大き

な写真にありますように、上棟式も終わって

おりますように、屋根は全てかぶっておりま

す。あと、横の側壁の壁類を若干今やってい

るところで、ほぼ完成している状況でござい

ます。 

 今から、下にあります覆蓋施設の南側から

北側の一番下のほうの左側と、１番目２枚目

のところにございますけれども、今あらあら

の工事が済んでおりますが、こちらのほうに

遮水シートを今後張っていくような工事に移

っていくという形になります。 

 それと、あとにつきましては、防災調整池

の施工状況についても、それと浸出水の処理

施設についても、右上のほうにございます

が、そういう形で事業が進捗しておりまし

て、順調に推移しているということでござい
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ます。 

 もう一度２枚目のほうに戻っていただきた

いと思います。 

 それで、８月末日までに工事現場の視察等

の受け入れを随時実施しております。38件、

延べ412名の方たちの工事視察の受け入れを

行ったところでございます。主な視察団体に

ついては、そこに記載のとおりでございま

す。 

 ２番目の安全推進委員会につきましてです

が、地元の方々に施設の安全性と工事の進捗

状況等を御確認いただく安全推進委員会を設

置しておりますが、７月14日に第３回目の会

議を開催いたしまして、工事現場を実際に見

ていただきまして、施工状況等を直接確認い

ただいたところです。 

 ３番目の安定的な経営基盤の構築及び適切

な運営への取り組みでございます。 

 これにつきましては、まず、事業団におき

まして、許可申請の際に必要となります産業

廃棄物・特別管理産業廃棄物処理業の許可申

請に関する講習会を受講いたしまして、終了

証を８月までに取得しております。そういう

ことをやることによって、開催準備を進めさ

せていただいております。あわせまして、経

営計画や業務マニュアル等の策定など適切な

運営に向けて検討を行っておりますので、県

も側面的にも協力してまいりたいというふう

に考えております。 

 ４番目の地域振興関係でございます。 

 南関町、和水町への交付金事業でございま

すけれども、これは、両町が実施する地域の

魅力向上や住民生活の改善に資する事業に対

しまして交付を行う事業でございますが、町

や地元区において着々と事業を推進していた

だいているところでございます。 

 ２点目の環境教育拠点に関する取り組みで

ございます。 

 これにつきましては、県北の環境教育の拠

点として位置づけておりますので、今後、環

境教育を行う人材の育成及び環境教育のプロ

グラムづくりなどを関係機関とも連携しなが

ら進めてまいりたいと思っております。それ

と、エコアくまもとを活用した循環型社会に

向けた取り組み等につきまして、環境教育プ

ログラムの検討を行ってまいりたいというふ

うに考えております。 

 ２点目でございますが、８月22日に、エコ

アくまもとの建設におけるＢＤＦの活用事例

等をきっかけといたしまして、県北の広域本

部と事業団共催によりまして「市民力は環境

力」というシンポジウムを九州看護福祉大学

で開催をいたしまして、200名以上の方の御

参加をいただいたところでございます。 

 説明は以上でございます。 

 

○森浩二委員長 次に、有明海・八代海の環

境の保全、改善及び水産資源の回復等による

漁業の振興に関する件について。 

 有明海・八代海の再生に係る提言への対応

について、説明をお願いします。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。着座で失礼します。 

 資料の６ページをお願いします。 

 平成16年２月の有明海・八代海再生特別委

員会からの提言における施策を、６ページか

ら７ページにかけて一覧表にまとめておりま

す。 

 全体で36施策ありますが、本日は、黒丸を

つけております８施策の本年度の取り組み状

況等につきまして、関係課から順に御説明さ

せていただきますので、よろしくお願いいた

します。 

 

○宮本下水環境課長 下水環境課でございま

す。 

 資料８ページをお願いします。 

 提言項目、生活排水対策のうち、生活排水

処理施設の整備促進と適切な維持管理につい
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てです。 

 ２の平成26年度の取り組みについて、①の

取り組み予定と②の取り組み状況等をあわせ

て御説明いたします。 

 まず、(1)26年度における県の生活排水対

策は、中段右の表に記載の予算額で進めてお

ります。 

 取り組み状況では、平成25年度末での汚水

処理人口普及率がまとまり、前年度から1.5

％伸びて83.7％となっています。平成32年度

末90％という目標の達成に向けて、着実に伸

びてきております。 

 次に、(2)ですが、熊本北部浄化センター

では、窒素やリンを除去できる高度処理施設

への改築を順次進めており、26年度末には、

供用中の８池の施設のうち３池で高度処理が

可能となる見込みです。さらに、４池目の耐

震化、高度処理化なども実施しております。 

 (3)の浄化槽の整備については、市町村設

置型浄化槽整備の推進と単独処理浄化槽から

の転換促進を重点的に取り組むこととしてお

り、県費による助成制度の活用を市町村に働

きかけております。 

 (4)の県有施設の合併浄化槽への転換につ

いては、年度末完了に向けて実施中です。 

 (5)の普及啓発に関しては、下水道等への

接続、浄化槽の適正管理などについて、県民

の皆様へ積極的にお願いしていく予定であ

り、これまでに、５月に熊本市、９月に甲佐

町のイベントに参加するなど、２市３町での

活動を予定しております。 

 最後の(6)についてです。 

 昨年度から、下水道等への接続率向上に向

けた市町村の取り組みに対する県独自の支援

を実施しています。 

 本年度も７町村で実施しており、未実施の

対象市町村に対しては個別訪問し、取り組み

への促進を図っております。 

 下水環境課は以上でございます。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の９ページをお願いします。 

 普及啓発活動の展開でございますが、この

取り組みは、県民の環境保全に向けた自主的

な取り組みなどを促進するものでございま

す。 

 一番下の枠囲み②の取り組み状況等をごら

んください。 

 (1)でございますが、くまもと・みんなの

川と海づくりデー、７月21日に実施いたしま

した。 

 メーン会場である上天草市では、宮津海遊

公園を中心に、そのほか21会場で清掃活動が

行われ、約3,000人の市民が参加をされまし

た。そのほかの市町村でも、７月から11月に

かけて、河川や海岸の清掃活動が行われる予

定でございます。 

 (2)でございますが、来る10月11、12の両

日に、グランメッセで開催されますくまもと

環境フェアにおいて、パネル展示や出前講座

実演等を行う予定でございます。 

 (3)の小中学生を対象とした出前講座は、

現在までに17校で実施し、580人が受講しま

したが、今後も13校で実施予定でございま

す。 

 (4)のみんなの川の環境調査は、10月まで

県内各地域で実施しますが、1,200人が参加

見込みでございます。 

 最後の(5)、荒尾干潟等の生物多様性を学

ぶ自然環境講座は、来年１月に実施予定でご

ざいます。 

 これらの取り組みを通しまして、川や海の

環境、生物多様性に関する理解を深めていた

だき、県民の自主的な取り組みを促進してま

いります。 

 説明は以上でございます。 

 

○原田漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 
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 資料飛びまして、20ページをお願いしま

す。 

 提言項目は、干潟等の漁場環境改善のため

の事業の充実で、施策は、覆砂に代わる漁場

環境改善策の検討でございます。 

 １の施策の概要ですけれども、平成21年度

に宇土市網田地先で事業化しました砕石覆砂

漁場について効果調査を実施するとともに、

県外産海砂の産地の違いや砕砂、現場での削

土砂など、覆砂材の違いによるアサリ増殖効

果の評価を行います。あわせて、覆砂にかわ

るアサリ造成技術としまして、畝型耕うんを

実施することによるアサリ漁場の造成試験を

行うものです。 

 ２の平成26年度の取り組みについては、②

取り組み状況欄をごらんください。 

 (1)の砕石覆砂漁場につきましては、これ

までの調査で周辺漁場よりアサリの生息密度

が高いことを確認しておりますけれども、本

年度も９月に効果調査を実施しており、現

在、調査結果の整理を行っております。 

 (2)(3)につきましては、平成25年９月末に

設置した覆砂材の違いによる検証を行う試験

区及び畝型耕うんの試験区について、設置後

これまで測量や底質調査などを４回、アサリ

の生息量調査を３回実施しております。アサ

リの生息状況については、施工直後の昨年11

月には全く生息していませんでしたが、本年

５月の調査では、殻長４から10ミリの稚貝が

全ての調査地点で確認されております。 

 今後も、引き続き同様の調査を継続して行

い、その検証を行っていく予定としておりま

す。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。 

 

○持田河川課長 河川課でございます。 

 24ページをお願いいたします。 

 提言項目(2)干潟や海底等の保全・改善、

②海砂利採取への対応の施策、法令の遵守・

指導でございます。 

 本県では、平成21年と平成24年度に海砂利

の超過採取が発覚いたしました。 

 県では、平成25年３月に、有明海、八代海

における海砂利採取に関する方針を策定し、

海砂利採取業者による販売を伴う海砂利採取

を禁止するとともに、超過採取を行った事業

者に対しては、砂利採取法に基づく行政処分

と一般海域管理条例に基づく過料処分、そし

て超過採取に伴う不当利得返還金請求を行っ

ております。 

 この過料等につきましては、全額を納付し

ている事業者はありませんが、一部につきま

しては、任意納付をしている事業者がありま

す。 

 現在の納付状況につきましては、平成26年

８月末現在で、２の平成26年度の取り組みの

②取り組み状況等の表における納付額の欄の

とおりで、過料と不当利得返還金を合計いた

しまして1,549万8,000円が納付されておりま

す。 

 各事業者の経営状況は厳しく、徴収も難し

い状況ではございますが、定期的に事業者を

訪問いたしまして催告を行うなど、粘り強く

徴収に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

 説明は以上でございます。 

 

○平山水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 27ページをお願いいたします。 

 栽培漁業の推進体制の見直しについてでご

ざいます。 

 １の施策の概要等の①提言の実現に向けた

取り組み概要と②課題でございますが、栽培

漁業を計画的に推進するため、５年ごとに、

国が示します基本方針に基づいて、県の栽培

漁業基本計画を策定してまいります。県の基

本計画では、国の方針と調和を図りながら、

県の状況に応じた計画を策定する必要がござ

います。 
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 平成26年度の取り組みについてですが、平

成27～31年度を計画期間といたします次期栽

培漁業基本計画を策定してまいりますが、本

年７月に、国からの基本方針の概略が示され

ましたところから、現在、関係機関との協議

を進めておるところでございます。 

 今後、市町や漁業関係者の皆様からの意見

を聞きまして、計画を策定してまいります。 

 また、栽培漁業を推進いたします放流事業

につきましては、熊本県栽培漁業地域展開協

議会が実施いたします共同放流事業を計画に

基づき実施したところでございます。 

 ５魚種について放流いたしましたが、先週

金曜日、９月26日のクルマエビ354万尾をも

ちまして、放流計画を全て完了したところで

ございます。 

 水産振興課は以上でございます。 

 

○鎌賀水産研究センター所長 39ページをお

願いいたします。 

 提言項目は、調査研究体制の充実、大学や

研究機関等の相互連携の強化ということで、

施策としては、国等との共同研究等の推進で

ございます。 

 平成26年度の取り組み、②の取り組み状況

等の欄をごらんください。 

 八代海では、４月に、独立行政法人水産総

合研究センターの瀬戸内水研とシャットネラ

シストの調査を実施しております。５月以降

は、同じく水産総合研究センターの西水研、

それに鹿児島県東町漁協等と連携をいたしま

して赤潮の調査を実施しております。 

 有明海では、月２回程度、沿岸各県と水質

や赤潮について定期調査を実施しておりま

す。また、８月には、17機関が連携して、有

明海及び八代海貧酸素水塊一斉調査観測を実

施しております。これには記載しておりませ

んが、９月４日にも一斉観測を実施し、現

在、結果を取りまとめ中でございます。 

 引き続き、40ページをお願いいたします。 

 同じく、提言項目調査研究体制の充実のう

ち、水産研究センターの機能の充実・強化で

ございます。 

 施策としましては、有明海・八代海再生の

研究の重点化でございます。 

 平成26年度の取り組み、②の取り組み状況

等をごらんください。 

 効果的、効率的な研究を推進するために、

水産研究センターでは、研究評価会議等の意

見を取り入れながら、今年度は５事業につい

て成果を評価し、次年度からの事業計画及び

実施につなげていくことといたしておりま

す。 

 試験研究事業のうち、特に有明海、八代海

の二枚貝、海藻の増養殖に取り組んでおりま

して、まず、アのほうでございますが、ヒジ

キ等の海藻につきましては、増養殖に関する

研究を進めるとともに、漁業者の取り組みを

支援するため、人工採苗に関する講習会等を

実施いたしております。 

 イのほうでございますが、重要貝類のアサ

リ、ハマグリにつきましては、緑川河口、そ

れと菊池川河口で一斉調査を実施しておりま

すが、６月の緑川河口の調査では、一部では

アサリの分布密度の増加が見られております

が、ハマグリは減少しており、ともに資源は

依然として低位の状況でございます。それ

で、漁協等に資源管理の継続を指導している

ところでございます。８月にも同様の調査を

行いまして、現在、結果を取りまとめ中でご

ざいます。 

 水産研究センターの説明は以上でございま

す。 

 

○平山水産振興課長 42ページをお願いいた

します。 

 諫早湾干拓事業に係る中・長期開門調査の

実施についてでございます。 

 １の施策の概要等にございますが、平成22

年12月21日の福岡高裁の確定判決に示されま
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した排水門の常時開放が猶予された期限の平

成25年12月20日を経過いたしましても開門調

査が実施されない状況が続いてございます。 

 平成26年の取り組み状況ですが、開門調査

を推進したい漁業者と開門調査に反対してい

る営農者の両者が、国を相手取り提訴をいた

してございます。両者が提訴した国に制裁金

を支払わせる間接強制につきましては、福岡

高裁が国の執行抗告をそれぞれ退け、今後最

高裁で争われることとなってございます。 

 43ページをお願いいたします。 

 これに関連した新たな動きといたしまし

て、農林水産省から有明海の再生に向けた協

議の場の設定に向けた動きがございましたの

で、報告いたします。 

 本年６月５日に、本県から、国への政策提

案において、沿岸４県の関係者が一堂に会し

て話し合う場の設定を要望しておりました

が、国は、この提案を受ける形で、６月９日

に、有明海再生に向けた沿岸４県と国による

新たな話し合いの場の設定が提案されまし

て、本県は、その趣旨に賛同したところでご

ざいます。一部の県から内容に対して合意が

得られませんでしたところから、９月９日

に、再度国からの提案がございまして、有明

海沿岸の４県は、それぞれが合意をして、会

議の開催に向けて進んでいるところでござい

ます。 

 今後、43ページ下のほうに示しております

とおり、右側の青い太い破線で示しておりま

すのが、今後進む動き出す場所でございま

す。 

 有明海漁場環境改善連絡協議会というこの

場を使いまして、この協議会の機能を拡充

し、委員に水産庁漁場資源課長と農村振興局

農地資源課長を委員として追加し、さらに協

議内容に、水産資源の回復、海域環境の改善

など、４県が協調した具体的な取り組みの推

進を通じて有明海の再生に資することという

目的を加えまして、さらに必要に応じて知事

レベルの会合を開催できるようにするという

説明でございました。10月の中・下旬には、

この協議会が開催予定でございまして、その

中で規約の改正が行われる予定でございま

す。 

 水産振興課は以上でございます。 

 

○森浩二委員長 次に、地球温暖化対策に関

する件について。 

 １、温室効果ガス総排出量について説明を

お願いします。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の48ページをお願いします。 

 平成24年度の熊本県温室効果ガス総排出量

を算定いたしましたので、御報告をいたしま

す。 

 まず、１の総排出量でございますが、左下

の図１をごらんください。 

 平成24年度は1,350万7,000トンとなり、京

都議定書の基準年度であります平成２年度以

降では、平成18年度に次いで２番目に多い排

出量となりました。また、基準年度との比較

では21.2％増加、前年度との比較では6.2％

増加となりました。 

 これは、火力発電比率の増加に伴う電力排

出係数の上昇によるものでございますが、詳

細につきましては、次ページ以降で説明をさ

せていただきたいと思います。 

 次に、２の部門別の温室効果ガス排出量内

訳についてですが、右下の図２をごらんくだ

さい。 

 右側の平成24年度の円グラフを見ますと、

産業部門が３割以上を占め、最も多く、次い

で、家庭、運輸、業務部門となっています。

家庭部門は、平成２年度には３位でしたが、

15.4％から22.2％とシェアを伸ばし、２位と

なっております。 

 資料の49ページをお願いします。 
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 ３でございますが、下の図をごらんくださ

い。 

 主要４部門それぞれの温室効果ガス排出量

と、その排出源であります電気の使用量及び

電気以外のエネルギー使用量を、それぞれ平

成17年度を基準として、その推移を折れ線グ

ラフにしております。 

 図３－４、運輸部門を見ますと、温室効果

ガス排出量も、エネルギー使用量も、ともに

減少しておりますが、それ以外の業務、家

庭、産業の３部門につきましては、エネルギ

ー使用量は減少ないしほぼ横ばいで推移して

おります。 

 これらのことからも、電力排出係数の影響

が読み取れますが、各部門ともエネルギー使

用量は減少ないし横ばいで推移していること

から、企業の自主的な取り組み、それから県

民お一人お一人の実践は徐々に拡大している

など、取り組みについて一定の成果は出てい

るのではないかと考えております。 

 資料の50ページをお願いします。 

 参考までに、排出量算定に関係します項目

について資料をつけております。 

 まず、１の火力発電比率についてでござい

ますが、図４をごらんください。 

 平成22年度は47％でしたが、平成23年の東

日本大震災後、電源構成における火力発電比

率は大幅に伸び、平成24年度は91％となって

おります。 

 次に、２ですが、温室効果ガス排出量は、

数式に示しておりますように、活動量、これ

は電気やガソリン、ガスなどの使用量になり

ますが、この活動量ごとにそれぞれの排出係

数を掛けて算定することとなっております。 

 なお、排出係数というのは、例えば電力排

出係数であれば、電気の供給１キロワット時

当たりどれだけのＣＯ2を排出しているかを

示す値のことでございます。 

 最後に、３の電力排出係数でございます

が、火力発電は化石燃料の燃焼に伴いＣＯ2

が排出されるため、火力発電比率が増加すれ

ば電力排出係数は上昇し、それに伴って温室

効果ガス排出量も増加するということになり

ます。 

 参考までに九州電力の排出係数を記載して

おりますが、平成24年度の電力排出係数は、

平成22年度と比較すると約６割の上昇となっ

ております。 

 環境立県推進課から説明は以上でございま

す。 

 

○森浩二委員長 次に、地球温暖化対策に関

する提言への対応について説明をお願いしま

す。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の51ページをお願いします。 

 平成21年３月の本特別委員会からの提言へ

の対応について一覧表にまとめております。 

 全体で９項目ありますが、本日は、黒丸を

つけております６項目の本年度の取り組み状

況等につきまして、関係課から順に御説明を

させていただきますので、よろしくお願いい

たします。 

 資料の52ページをお願いします。 

 まず、当課で担当しております提言項目

(1)の事業活動における取り組みの推進でご

ざいますが、本日は、②の取り組み状況等に

つきまして、太字の部分を中心に御説明をさ

せていただきます。 

 53ページ下のほうをごらんください。 

 (イ)の事業者への情報提供、支援のうち、

(ｂ)の省エネセミナー等の実施でございます

が、九州経済産業局及び県主催の九州省エネ

キャラバンｉｎ熊本や県主催の熊本県省エネ

セミナーを開催いたしました。 

 次に、(ｃ)のエコアクション２１でござい

ます。 

 これは、事業所等において環境への負荷を
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効果的に削減していくための環境マネジメン

トシステムのことでございますが、その説明

会を熊本県産業廃棄物協会と共同で開催をし

ました。 

 今後、認証取得を目指す事業者等を対象

に、エコアクション２１導入セミナーを９月

から来年１月にかけて開催予定でございま

す。 

 資料の54ページをお願いいたします。 

 (ｄ)のくまもとライトダウン＋(プラス)で

ございますが、ことしの夏は国が実施してい

る全国統一の取り組みに合わせまして県独自

の取り組みを加え、二十四節気等の日に合わ

せまして４回実施をしております。延べ2,58

6施設に御参加をいただきまして、約２万1,0

00キロワット時の削減効果があっておりま

す。 

 (ｅ)の国の再生可能エネルギー等導入推進

基金事業を活用し、市町村等の防災拠点や避

難施設へ再生可能エネルギー等の導入を推進

する事業でございますが、今年度は23市町村

等で32施設、県有施設で２施設の事業を実施

しているところでございます。 

 (ｆ)の中小企業におけるＬＥＤ照明などの

省エネ設備等導入支援でございますが、補助

金の募集を５月下旬から開始しており、８月

末時点では４件の申請を受け付けたところで

ございます。 

 １つ飛ばしまして、(ｈ)でございます。 

 市町村が民間事業者と連携して行う新エネ

ルギー導入、省エネルギー推進に係るモデル

的な取り組みに対する支援でございますが、

今年度は４地域に対して補助を行っていると

ころでございます。 

 また、地球温暖化対策推進法で、市町村に

は地域の特性に応じた温室効果ガス排出抑制

策について計画策定するよう努力義務が課さ

れておりますが、その新規策定や改定を行う

３市町村に対しまして、策定委員として支援

を行っているところでございます。 

 事業活動における取り組みの推進について

の説明は以上でございます。 

 

○財津交通政策課審議員 交通政策課です。 

 資料は57ページをごらんください。 

 公共交通機関の利用促進に係ります取り組

み状況等について、ポイントを絞って御説明

申し上げます。 

 まず、(1)ノーマイカー通勤運動の強化等

の(エ)電気自動車等の普及促進でございま

す。 

 まず、(エ)ですが、平成25年度に、急速充

電器６件、普通充電器27件の設置箇所を選定

しまして、それぞれ１件ずつ設置しておりま

す。急速充電器については、本年６月までに

残り５件を設置完了したところです。また、

普通充電器については、今年度の設置完了に

向け、現在取り組んでおります。 

 次に、(ｂ)でございますが、昨年、本田技

研工業と低炭素型社会の実現と地域の活性化

を目的とした包括協定を締結し、超小型モビ

リティーですが、それが普及できるかという

テーマで社会実験を行っております。今年度

は、市町村と協力しまして、県民の方々が参

加できる社会実験を実施しているところでご

ざいます。 

 次に、乗り継ぎの円滑化でございます。 

 資料は58ページをお願いいたします。 

 (イ)のＪＲ豊肥本線を活用しました空港ラ

イナーの試験運行についてですが、平成23年

10月の運行開始から、ことし８月までの利用

者数は、延べ16万3,000人を超えました。１

日の利用者数も着実に増加しております。 

 公共交通の利用促進につきましては以上で

ございます。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 説明に入ります前に、先ほどの説明で１カ

所ちょっと間違って申し上げましたので、訂
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正をいたします。 

 平成24年度の電力総排出量でございます

が、平成２年度以降、平成18年度に次いで２

番目に多いと言いましたが、平成８年度に次

いで２番目に多いの間違いでございましたの

で、訂正をさせていただきます。 

 それでは、資料の60ページをお願いいたし

ます。 

 提言項目(3)の家庭における取り組みの強

化の取り組み状況についてでございますが、

(1)のライフスタイルの転換に向けた啓発に

つきまして、まず(イ)でございます。 

 各種広報・イベントの実施でございます

が、５月に動植物園で開催されました熊本市

主催のくまもと環境フェアに参加し、パネル

展示等を行っております。また、国や熊本

市、九電と共同で、節電街頭キャンペーンを

７月と８月の２回実施をいたしました。ま

た、県主催の総ぐるみくまもと環境フェア

を、来る10月11、12の両日にグランメッセで

開催予定でございます。 

 (ウ)の地域の学習会への講師派遣等でござ

いますが、啓発冊子くまもとエコ学習帳を小

学５年生の全児童に配布をいたしまして、教

育委員会とも連携して積極的な活用を進めて

まいります。親子向けの夏休み特別授業や小

中学校向けの出前講座なども実施をしており

ます。 

 (カ)のグリーンカーテンでございますが、

県庁舎や各地域振興局など、約30の県有施設

でグリーンカーテンを設置いたしました。植

えつけイベントを開催するなど普及拡大にも

努めております。 

 資料の61ページをお願いいたします。 

 (2)の行動を促す仕組みの構築の(ア)九州

版炭素マイレージ制度でございますが、この

制度は、節電や環境保全活動、省エネ製品の

購入等に参加した人に買い物のできるポイン

ト券を交付するもので、九州７県で平成25年

10月から取り組んでおります。 

 今年度の実績は、現在までで、節電活動へ

の申し込み世帯数818世帯、環境保全活動へ

の参加者数延べ2,500人、省エネ製品の認定

件数２製品となっております。 

 １つ飛ばしまして、(ウ)の家庭における省

エネ設備導入支援でございますが、住宅向け

省エネルギー設備等モデル導入補助金の募集

を５月下旬から開始しておりまして、８月末

時点では157件の申請を受け付けたところで

ございます。 

 家庭における取り組みの強化についての説

明は以上でございます。 

 

○長﨑屋森林整備課長 森林整備課でござい

ます。 

 資料63ページの(2)企業等の森づくりの促

進でございます。 

 企業等の森づくりの促進につきましては、

主に２つの柱で行っております。 

 １点目は、(ア)に書いております条例に基

づく施策でございまして、企業等が自主的に

行う森づくり活動に対しまして、今年度も森

林吸収量の認証書を12者に交付しておりま

す。この認証は、条例に基づく事業者が行う

温室効果ガス排出量の削減量としてカウント

できることになっております。 

 ２点目は、(イ)に書いております五木村の

県有林におけるクレジット認証の取り組みで

ございます。 

 五木村の県有林140ヘクタールの間伐によ

る二酸化炭素吸収量約4,700トンにつきまし

て、クレジット認証を受け、販売をしており

ます。現在までに296トン、162万円を販売し

ておりまして、26年度の販売実績は資料のと

おりとなっております。 

 また、クレジット取引の活性化を目的に、

この資料の下の方にありますとおり、クレジ

ットを購入された方が使用できるロゴマーク

を昨年12月に作成しております。今後とも販

売促進に努めてまいります。 
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 森林整備課からは以上でございます。 

 

○森浩二委員長 以上で執行部からの説明が

終わりました。 

 まず、産業廃棄物処理施設の公共関与推進

に関する件について質疑はありませんか――

ないですか。 

 

○早田順一委員 この処分場そのものじゃな

いんですけれども、環境教育拠点に関する取

り組みのところで、教育プログラムの検討を

進めているというふうに御説明がありました

けれども、これがいつごろでき上がるのか、

具体的にどういうふうにするのかがわかれば

ちょっと教えてください。 

 

○坂本廃棄物対策課長 今後のスケジュール

ですけれども、来年度、環境教育に関しまし

ての予算をお願いさせていただきたいという

ふうに考えておりまして、来年の秋にオープ

ンいたしますので、それまでの間に詰めてま

いりたいというふうに考えております。 

 

○早田順一委員 これは、この南関のこの施

設を中心に県北全体でされるということです

か。 

 

○坂本廃棄物対策課長 こちらはごみを処理

する施設でもございますので、循環型社会の

形成に向けての部分を中心として、特化した

形の環境教育を実施してまいりたいと思って

おります。 

 それで、先日も産廃協会の青年部ともいろ

いろ打ち合わせをさせていただいて、産廃協

会の青年部のほうでも、そのような事業を実

施されておりますので、その辺との連携等も

今後視野に入れながらやってまいりたいとい

うふうに考えております。 

 

○早田順一委員 わかりました。 

 

○森浩二委員長 ほかに。 

 

○重村栄委員 今の早田委員の質問に関連し

てですけれども、環境教育拠点のプログラム

をつくるという話で、２月の議会で、私はこ

の関連した質問をさせていただいているんで

すけれども、そのときも申し上げましたよう

に、南関のこのエコアくまもとに限らず、玉

名振興局管内には、環境学習の拠点とすべき

いろんな施設が散在していますので、この辺

をうまくリンクして、単体だけだとなかなか

魅力は薄いので、いろんな形でリンクしてい

くことによって、そこが拠点地域としてゾー

ンとして成り立つと思うんですよね。そうい

う観点から、幅を狭めるんじゃなくて少し広

げた中で取り組んでもらいたいなというふう

に思います。 

 質問の中でも言いましたように、荒尾には

干潟がございますし、それからまた南関・荒

尾地域には太陽光発電も盛んに幾つも大きい

のもできてますし、さらには、万田坑は、エ

ネルギーという面からもそうなんですけれど

も、今度は環境面から言うと、石炭というた

くさんＣＯ2を排出するエネルギーから新た

な再生エネルギーという観点の比較対象のも

のとしてできますし、ちょっとエリアを越え

ますけれども、大牟田にはＲＤ発電がござい

ますので、これも環境という面では非常に大

事な取り組みをされていますので、そういっ

た地域の全体を見ていただいて、その中でど

ういうふうにつないでいって、どういうふう

な観点から勉強できるか、いろんな観点があ

ると思うので、そういう有機的な結びつきを

しっかりと考えていただきたいなと思いま

す。そうすることによって人も動きますし、

経済の波及効果も出てくると思いますので、

単体に絞らずに、ぜひ広い視野でいろんな取

り組みをしていただければありがたいと思い

ますので、お願いをしておきたいと思いま
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す。 

 

○佐藤環境立県推進課長 本県の環境教育に

つきましては、環境センターを中心に、全県

的に取り組みをしてきたところでございます

が、特に県北につきましては、現在も、荒

尾・玉名地域における地域資源を活用した環

境教育プログラムの作成、あるいは、環境教

育を実施する人材の育成につきまして、民間

団体に業務を委託するなどして手続を進めて

いるところでございまして、今後、廃棄物対

策課あるいは財団のほうとも連携をとりまし

て、県北、エコアを中心に、環境教育の体制

づくりをさらに充実させていきたいと考えて

おります。 

 

○森浩二委員長 ほかにありませんか。私か

ら１つちょっといいですか。 

 いいくに発電、屋根に太陽光、あれ、九電

が何か言いよるけど、あれは大丈夫なんです

か、契約は。 

 

○村井エネルギー政策課長 エネルギー政策

課でございます。 

 今回の系統連系の回答保留につきまして、

いいくに発電所関係で事業者から九電に確認

していただいたところ、回答保留の対象にな

ってないということで、影響はないというふ

うに聞いております。 

 

○森浩二委員長 はい、わかりました。 

 

○井手順雄委員 契約が終わったということ

ですか。終わっているということですか、要

は。 

 

○村井エネルギー政策課長 系統連系の承諾

通知が九電から事業者に届いているというこ

とで、九電が回答を保留する段階を抜けてい

るというところでございます。 

 

○井手順雄委員 今のはもうちょっと具体的

に説明してもらえれば。九電は、どこまで行

けば契約を保留するという段階なのか。一般

的な扱いといいくにさんとの扱いというのが

違った扱いになっているということではない

んですかね。 

 

○村井エネルギー政策課長 違った扱いにな

っているということではございませんで、回

答保留の対象と対象外を九電のほうが発表さ

れておりまして、その中で、接続契約申し込

みに対して系統連系承諾通知書というのを九

州電力が事業者に送付済みであるものについ

ては、対象外であるというところでございま

す。 

 

○荒木章博委員 この事業ですけれども、こ

れは県民発電所ということですから、県民に

広くこれに参画してもらうということですけ

れども、そこのを取り扱う事業所はどこの県

の方ですか。 

 

○村井エネルギー政策課長 公募をかける段

階で県内の事業所等の方を対象に公募をかけ

ております。 

 

○荒木章博委員 僕が言っているのは、そん

なことじゃないんですよ。要するに、どこが

そこの窓口になっているんですか。肥後銀行

何とかとか、いろんなところがあるでしょう

から、そこの事業所はどこにある団体ですか

と言っているんです。それは県内だけしかで

きないのか、それとも県民、全国民入れるの

か、そこのところをちょっと聞いているんで

すよ。 

 

○村井エネルギー政策課長 熊本いいくに発

電所株式会社を県内の10社の企業が出資して

つくっておられますが、その方々が、例えば
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小口ファンドという形で今ファンドを募集し

ておられます。そういう場合には、一般県民

の方もファンドを買うことによって出資して

利益を得ることができるような体制になって

おります。 

 

○荒木章博委員 あなたは言っている意味が

全然わかっとらぬね。 

 

○森浩二委員長 ちょっとじゃあ詳しく。 

 

○荒木章博委員 私が言っているのは、その

いいくに発電所の10社かなんか石原社長を中

心とした会社をつくってやっているんだけれ

ども、そのファンドの申し込み先、どこがそ

こを――なら、そのいいくに発電所の中で、

どこかの企業に任せているわけでしょう、フ

ァンドは。だから、そのファンドを任せてあ

ることと、県民に広く求めるというんだけれ

ども、全国民、北海道でも何でもいいわけで

すか。それを聞いているんですよ、僕は。 

 

○村井エネルギー政策課長 まず、ファンド

の申し込み先は、ミュージックセキュリティ

ーズ株式会社に委託をされております。ミュ

ージックセキュリティーズ株式会社を通じ

て、まず、９月30日までは熊本県民だけを対

象に募集がかかっておりまして、それ以降に

つきましては、日本全国誰でもファンドを買

うことができるという状況になっておりま

す。 

 

○荒木章博委員 私はそこを言っているんで

すよ。だから、そのミュージック何とかとい

うところは、どこに会社があるのかと言って

いるんですよ。熊本の企業なのか。もちろ

ん、県民発電所であれば熊本の企業ですよ。

それだけの利益を得るわけだから。そして、

なぜそれから全国に展開をするのか。県民発

電じゃないじゃないですか。全国発電所と名

前をつけたほうがいいんです。そこのところ

の２点だけをちょっと答えてください。 

 

○村井エネルギー政策課長 ミュージックセ

キュリティーズは、熊本に支店のある会社で

ございまして、そこを通じて、これは第２種

の金融商品取引業者になっておりますので、

小口ファンドを売ることができるということ

でございます。また、熊本県民がファンドを

買うことができる。そのために、６月27日か

ら９月30日までの間につきましては、熊本県

民しか買えないという状況がまずございまし

て、それ以降、まず、口数を満たさない場合

には、10月以降日本全国で買えるようにする

という２段階のやり方をしております。 

 

○荒木章博委員 私は、もうこれ以上ちょっ

と言わないけれども、もう本人も市長選挙に

立候補するということで、これ、やり方間違

っているんですよ、はっきり言って。もうこ

れ以上、自分が審判を受けるわけだから、そ

の点は言わないけれども、やっぱり県の取り

組み方が間違ってますよ、これははっきり言

って。 

 教育委員であり、企業主であり、知事とと

っても近い。そういう人が10社ほど募集して

きて、それをとる。そして、その支店があ

る。じゃあ、熊本には、それを使える本店は

いっぱいあったはずですよ。何でそういう東

京――東京ですか、本社は。どこですか。審

査対象にならなかったんですか、そういうフ

ァンドのやり方は。なぜ熊本の企業を使わな

いということはなかったんですかということ

を聞いているんです。 

 

○奥薗新産業振興局長 若干フォローさせて

いただきたいと思います。 

 まず、県民発電所というものをつくった経

緯でございますけれども、メガソーラーあた

りが県内でたくさん太陽光発電の計画をいた
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しまして、かなりの量になってまいりまし

た。その結果として、今回の九電のいわゆる

措置が出てきたということでございますけれ

ども、そのメガソーラーのほとんどが県外の

資本で、県内で発電をするわけでございます

けれども、その利益が県外に行ってしまう

と。こういう状況から、県民が県民のための

発電所を企画したらどうかという発案でござ

いました。 

 その発案に呼応して募集をかけたところ、

結果論でございますけれども、石原社長のグ

ループのところがそれをとられたというよう

な状況でございます。それが１点、申しわけ

ございませんけれども、それをありきで走っ

たわけではございませんということを申し上

げたいと。 

 それから、もう１つ、ファンドのお話がご

ざいました。 

 このミュージックセキュリティーズという

ところは、皆様御存じないと思いますので、

ひとつ御紹介したいと思いますけれども、名

前が変なんですけれども、ミュージックセキ

ュリティーというのは、そもそも音楽家、自

分の好きな音楽家を応援したいと、そういう

ことで、１万円とか、２万円とか、そういう

小口の資金を集めて自分のＣＤを出す、それ

を援助するというような枠組みでできた、そ

ういう仕組みの会社でございます。 

 これが、例えば東日本大震災のときに、応

援したいんだけれども、なかなか先の状況が

わからないと、そういうときに、志のある方

が自分はこんな事業をしたいんだというとこ

ろを直接プログラムを出して、そういう小口

のファンドを、ファンドといいましょうか、

出資をお願いする。１万円とか２万円とかそ

ういうやつです。そういうやつを取りまとめ

て、東日本大震災のときのそういう志のある

事業に対して支援をすると、そういう枠組み

がございました。 

 それをずっと続けておられているわけなん

ですけれども、今回、いわゆる熊本県でそう

いう取り組みをやるということで、そこら辺

志が似ているんじゃないかということで、そ

の枠組みを使ったほうがいいんじゃないかと

いうことで導入させていただいたわけでござ

いまして、事業の本体ですね、いわゆる発電

をする際に、設置をするときにかなりお金が

かかりますけれども、その一部をそのミュー

ジックセキュリティーズを通じて、いろんな

県民の方にも応援していただこうじゃないか

と、そういう企画で、今回その枠組みに乗ら

せていただいたということでございますの

で、それがメーンになって事業を展開してい

るというわけではございません。 

 

○荒木章博委員 それはわかっとって。あな

た、こっち向いて答弁しなっせよ。あなた、

向こう向いてしゃべらぬで。どこ向いてしゃ

べりよると、あなた。 

 あのね、あなたがそれだけかばう――かば

うと言うといかぬけれども、そこまで思うな

ら、もっときちんと説明要求を私が出します

よ、今度。あなたのそのような発言の仕方な

ら。 

 では、これに似たものは熊本県にはないん

ですか、ファンドは。この事業が県民発電所

という名前なら、熊本県内にそれを使える事

業所はないんですかと言っているんですよ。

ファンドを使える事業所はないんですか。 

 

○村井エネルギー政策課長 先ほど申しまし

たように、第２種金融商品取引業者でない

と、この小口ファンドは扱えませんけれど

も、県内にあるのは、この支店があるミュー

ジックセキュリティーズを除けば不動産関係

の業者１軒のみで、その方は不動産のみを取

り扱いますものですから、今回のようなもの

は取り扱いませんので、取り扱えるのはミュ

ージックセキュリティーズの熊本支店という

ことでのみというふうに認識しております。 
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○荒木章博委員 それは、そういうやり方が

できないような方向で行ってるんじゃないで

すか。私はそういうふうに聞いてますよ。よ

そで取り扱いができないようなシステムで組

んでいるということで。 

 これね、実際言うてね、おかしいんです

よ、やり方が、決め方が。それは上のほうか

ら言われたかなんか知らぬけれども、あなた

たちはそれは守らないかぬだろうけれども、

だから、もうこれ以上は私も――もう本人

も、そういう形の中で、当時の社長がそうい

う形で動いているから、これ以上は言いませ

ん。 

 １つだけ、委員長いいですか。これに関し

てですね。 

 パネルですよ。パネルは、この金額から見

れば、これは日本産は使えるんですか、金額

的に見て。はっきり言ってくださいよ。日本

産は、この金額で使えるんですか。そういう

のもわかってるはずでしょう。日本製品は使

えるのか。答えてくださいよ。 

 

○森浩二委員長 これは、個人というか、い

いくに発電所のパネルでしょう。 

 

○荒木章博委員 そうです。だから、いいく

に発電所の中のパネルについてですよ。これ

は大事なことなんですよ。パネルは日本製が

使えるのかと、その金額で、はじいているや

つで。集めている金で日本製を――これ、だ

めになったら大変なことなんですよ、県民、

出資した人たちは。県民に迷惑がかかるんで

すよ、パンクしたら。僕はそれを言ったんで

す。 

 

○森浩二委員長 わかりますか。 

 

○村井エネルギー政策課長 いや、ちょっと

今の段階ではわかりません。 

 

○荒木章博委員 はい、ならいい。 

 

○森浩二委員長 また調べておいてくださ

い。 

 

○荒木章博委員 いいです。正直言うて、こ

れは、県民発電所というのは、県民から、今

言うたように募集をかけて、県民がその組織

の中に入っていく。もしこれがパンクしたな

ら、県民が負担を大変なことを担うんです

よ。だから、そのくらいのことも調べない

で、その許可をしたという自体もおかしいん

じゃないですか、検査の中で、いいくに発電

所を許可したということ。 

 だから、もうこれ以上言いません。終わり

ます。 

 

○氷室雄一郎委員 関連して。 

 県民発電所、私２回も質問いたしました。

さっきおっしゃったような趣旨は十分わかる

んですけれども、９月30日までに――ファン

ドの状況というのは、じゃあどうなんです

か。県民からファンド、できなければ全国と

いう。厳しいから全国にやる、そういう、ど

こでそう取り決めが行われたのか。 

 質問した中では、県民のファンドによって

県民に還元をするというのが大原則であった

わけですけれども、それがいつ県内が集まら

ぬから全国に募集しましょうという、そうい

うことは事前に取り決めがあっとったんです

かね。全然私は認知してないんですけれど

も、どうなんでしょう。状況は――じゃあ、

まあいいです。９月30日までが一応県内のフ

ァンドの募集、その状況はどうなっているん

ですか。厳しいんですか。 

 

○奥薗新産業振興局長 先ほど申しましたよ

うに、このファンドによって、ミュージック

セキュリティーズが、いわゆるファンドによ
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るお金を集めますね。それで事業のメーンが

構築されているわけではございませんので、

あくまでも、いわゆる宣伝と言っちゃ悪いん

ですけれども、世の中に広めるという効果で

考えたところでございます。 

 現在、６月末から始まりまして、余り周知

もできなかったところもございまして、今の

ところ30件ぐらいの申し込みと聞いておりま

すので、１件が２万程度でございますので、

そんなに額が集まっておりません。世の中に

こういう取り組みを広めようという趣旨で、

県外の募集を９月から始めるというように考

えております。 

 

○氷室雄一郎委員 いわばこの県民から募る

――わずかそのくらいしかないから、じゃあ

全国に広めるのか。私は、北九州の話をしま

した。３日間で5,000名ぐらいの方々が協力

をしようという、そういう体制も議会で取り

上げましたし、周知徹底がおくれたという。

しかし、それにしては余り県民発電所らしく

ないというか、もうほとんど出発の段階でつ

まずいているなという感じですけれども、そ

の辺はどうなんですか。 

 

○村井エネルギー政策課長 先ほど局長が申

しましたように、１口２万円の小口ファンド

というのは、全体の中のごく一部でございま

して、それ以外に私募債、例えば１口100万

円の私募債等は、例えば県内の企業の方に募

集をかけてありますし、別途金融機関が複数

社融資をするという全体の枠の中で、小口フ

ァンドが、ある部分ＰＲ的に使われていると

いうところでございます。 

 

○氷室雄一郎委員 いや、もうそれは説明は

わかるんですけれども、広く県民にアピール

して県民に還元をするという大原則がありま

すので、その辺から、一つの基本理念からす

ると、非常に厳しいなと。それだけで運営さ

れるわけじゃございません。それはわかって

おりますけれども、そういうものもアピール

して県民発電所を立ち上げていただいたわけ

でございますので、その辺はちょっとこれは

どうかなと。 

 私は、非常に――きょう初めて説明を受け

て、そこまで全国まで広げなきゃならぬのか

なと。その辺の話は伺ったこともありません

し、私は、県民の皆さんの協力でその辺の部

分は埋まるんじゃないかという気はしとった

ものですから、再度お尋ねした……。 

 

○井手順雄委員 今のことを聞いとったら、

小口ファンドは別に要らぬとじゃないかとい

う話ですよ。それがなくても太陽光は設置で

きるわけでしょう。それは何のための小口フ

ァンドかということですよね。 

 今氷室先生がおっしゃったように、やっぱ

り県内の皆さん方が協力をしてやるというな

らば、もう少し広告というか、こういうのが

ありますよというのは――私も知りませんで

した、この話。私も知らぬぐらいですから、

県民の皆さんは誰も知らぬですよ、これ。 

 やっぱりそういったことを考えるならば、

これを全国に募集をかけるなんてもってのほ

かですよ、これは。それをやめて、もう一回

再度県内の皆さん方に広告をして、やってく

ださいというようなことを推進していったら

どやんですか、課長。 

 

○村井エネルギー政策課長 先生からの御指

摘も踏まえまして、事業者のほうに意向を伝

えて、また検討させていただきたいと思いま

す。 

 

○井手順雄委員 お願いします。 

 

○森浩二委員長 明日が締め切りですので、

一回そのいいくに発電所と打ち合わせをし

て、また結果が出たら報告をお願いしたいと
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思います。 

 

○荒木章博委員 部長、これはもう少しきち

んと説明責任をやらないと、ちょっと中途半

端過ぎると私は思うんですよ。僕が今から発

言する言葉になると、僕がちょっと問題も提

起できるような発言をするけれども、もうし

ないので、きちんとやっぱり部長、説明を、

部長がされる必要はないから、担当局長でも

――担当局長の今の話では、この小口ファン

ドのやり方でこれは決まったんですよ。県民

を巻き込んでいくということで、これが幾業

者間の中で決まった原因になっているんです

よ。 

 あなた、大したことないと言っているけれ

ども、県民に集めてみんなで取り組むという

ことが――ただ、一番これが危険なんです

よ、企業としては。そこを今後、部長、きち

んとした説明を。今後、展開の仕方にもやっ

ぱり用心しないと、県民の方々に迷惑かける

んですよ。今30人ですか。たった30人という

感覚ではなくて、もう少しやっぱりきちんと

してほしいと思います。部長の考え方をお願

いします。 

 

○谷﨑環境生活部長 これは、今発言をして

おりますように、商工部のほうを中心に、い

いくに発電所の承認をやって、その事業を進

めるということで、初めてのケースでありま

すので、それぞれ試行錯誤の状況ではありま

すけれども、確かに県民発電所という形で命

名している状況の中で、先ほども話がありま

したように、やっぱり県民の方々が参加して

いただいて、県民の方々に還元するという、

本来の趣旨の部分に沿った本来の事業運営と

いうのはあるべきだとは思っております。 

 今、それぞれの事業者のほうにも、あした

までが締め切りですので、そういう意味での

今後のファンドに対する取り組みについては

伝えるということですが、今議会で今委員の

ほうからお話がありましたことについては、

的確に打ち合わせをした上で、今後の事業の

ファンドとしての影響という部分を考えなが

ら事業を進めていきたいと思っております。 

 以上でございます。 

 

○山口ゆたか委員 委員長が、今、今後その

状況等々を調べてくれということで、あわせ

て、太陽光パネルを設置する地域の振興策が

ありましたよね。そういった内容もちょっと

詳しく調べていただければ、小口の出資者に

対する還元とかそういう形で地域振興が使わ

れておりますので、その内容もちょっとあわ

せてお知らせください。 

 

○森浩二委員長 公共関与推進に関する件

は、これで終了いたします。 

 それでは次に、有明海・八代海の環境の保

全、改善及び水産資源の回復等による漁業の

振興に関する件について質疑はありません

か。 

 

○井手順雄委員 24ページの海砂利採取の後

の評価について質問いたします。 

 24ページに、請求額３億2,000万余に対

し、納付額1,500万という形でありますが、

もうあれが出て１年以上たつわけであります

が、1,500万って少ないような気がします

が、その状況は、これで妥当な請求額かなと

いうことでありますが、いかがでしょうか。 

 

○持田河川課長 委員おっしゃるとおり、こ

ういった過料等を科しまして１年が経過する

わけでございます。請求した後、納付期限が

来ましたときには納付をしていただけません

でしたので、その後の努力といたしまして

は、督促状の送付とか催告等を行いながら、

あと、経営状況等につきましても、月に１回

程度訪問させていただきながら、そういった

状況を確認しながら――ただ、どういった形
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でこの過料等が回収できるのかというのを考

えながら、今現在は粘り強くそういった回収

に向けて行っているところですけれども、会

社のそれぞれの状況を見ながら、今後も、こ

ういった状況、努力を続けていきたいとは思

っておりますが、なかなか、この額が多いの

か少ないのかと申せば、県としては全額を納

付していただくという立場には変わりません

ので、少しでも多くの額を納付していただけ

るよう、今後とも努力は続けていきたいと、

そういうふうに考えているところでございま

す。 

 

○井手順雄委員 そういった話でありますけ

れども、これ、当時違反した会社というのは

全部で５社だったと記憶しております。その

中で、５社とも全て少しずつ払っているんで

すかということはいかがでしょうか。 

 

○持田河川課長 ５社全てではございませ

ん。納付をしていただいているのは、そのう

ちの複数社にとどまっております。 

 

○井手順雄委員 何社でしょうか。納付して

ない会社はあるんですか、１回も。 

 

○持田河川課長 ５社のうち３社について

は、部分的な納付をいただいている状況でご

ざいます。 

 

○井手順雄委員 あと２社は。 

 

○持田河川課長 ２社につきましては、今の

ところ納付をいただけてないという、そうい

う状況でございます。 

 

○井手順雄委員 どういう状況で納付してな

いか、詳しくお伝えください。 

 

○持田河川課長 １つは、やはりこの過料等

につきましては、そういった超過採取をした

法人に対して請求をしておりますので、法人

から納付をしていただくという形になりま

す。 

 ３社につきましては、海砂利採取以外のい

ろんな事業活動がありまして、そちらのほう

からお金を返していただいているという状況

なんですが、残りの２社につきましては、今

のところ会社としてのそういった活動がござ

いませんので、今のところ納付をいただけて

いないという、そういう状況でございます。 

 

○井手順雄委員 今、遠回しにいいふうにお

っしゃったですけれども、私の聞く状況じ

ゃ、その２社はもう倒産したと。この海砂利

採取の摘発を受けて、即もう倒産をして、会

社自体が実態がないと。そういうところから

は、もうお金を取れないんだろうというふう

に私は思いますが、じゃあこれが倒産したと

いうことは、そこにおった従業員さんだとか

そういった方たちがどこへ行ったか。生活に

困っているというような状況であろうと推察

するわけでございますけれども、そもそもこ

の海砂利採取量、私は、これはもう以前から

ずっと言っておりました。県が許可した採取

量で生活ができるんですかと。この海砂利採

取をする会社の皆さん方は県がする許可数量

で採算がとれるのかということを言ってきた

けれども、県はもう少し採算がとれるような

数量にしてくださいとお願いをずっとしてき

ました。そういう経緯があります。 

 しかし、県は、県が決めた採取量以上はだ

めですよと。やむなくこの倒産した会社さん

は、自分の会社が経営できる最低のラインを

採取して会社を維持してきたという経緯があ

るんですよ。そこで、この違反ですよ。それ

はそがんですたいね。県が決めた以上に掘っ

とるわけですから。しかし、業者側として

は、そしことらぬと、この違反数量をとらぬ

と会社が維持できなかったと。 
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 こういったことを私は検証しているんです

が、県のほうは、そういった帳簿等を全部見

て、確認されて今回違反という形になったん

ですけれども、その検証の中で、この数量だ

ったらこの会社はつぶれるよねというような

ことは検証されたんですか。 

 

○持田河川課長 過料等の請求をして、その

後納付……。 

 

○井手順雄委員 それはもう以前の話たい。 

 

○持田河川課長 それ以前ですか。以前とな

りますと――河川課のほうから、委員長よろ

しいですか。 

 河川課としては、こういった海砂利採取に

対する砂利採取料、こういったのを徴収する

という立場になりますので、例えば21とか24

とかそういった違法採取が発覚する前に、ど

の程度の量をとれば会社の経営ができていく

とか、そういうことを事実としては検証をし

たということはございません。 

 

○井手順雄委員 これはぜひとも――もう３

課４課こぞって帳簿とかそういった経営を見

て、今回の海砂利採取の違反数量というのを

出したわけですね。ですから、これだけあれ

ば会社の経営が成り立つとかそういうところ

まで把握できたはずと思うんです。そこを検

証していただきたいと。これが、まず要望で

す。 

 そういう中で、今現状は、今まで掘ってい

たところは、もう実質３年掘っていません。

そういったところがやっぱり堆積する場所な

んですね、ここが。漁業者の方々から、掘っ

てくれぬと船が走行できないとか、そういっ

た苦情が出てます。これに関して、この後の

海域の状況を、どう改善していくというか、

思っていらっしゃるのか。 

 それと、この３年間、海砂利採取を、いわ

ゆる環境負荷の懸念があるというようなこと

でやめられたと。３年やめたところで、どう

いった環境改善がなされているのか。この辺

もあわせてお聞きします。 

 

○佐藤環境立県推進課長 まず、困ってらっ

しゃるということに対してですけれども、具

体的な状況が正確に把握できておりませんの

で、正確なお答えになるかどうかわかりませ

んが、漁協が管理する漁場におきましては、

航路しゅんせつ等を行う場合は、昨年３月に

策定しました海砂利採取に関する方針では、

航路しゅんせつ、作澪事業をすることは可能

であるとされております。基本的に漁協がす

るということで方針を決めたところでござい

ます。その場合、航路しゅんせつにより発生

した土砂は、事業を実施した漁協において漁

場内の覆砂材として有効活用を図るというこ

とになっております。 

 それから、砂利採取をやめたことに対し

て、その後環境調査をしたかということです

が、そこら辺は環境基準に従って引き続き定

点観測をしているところでございます。 

 

○井手順雄委員 漁協がどこにお金がありま

すか。どこにそういう掘るお金があるんです

か。全て赤字の組合ばっかりですよ。そうい

うところが海砂利採取をやめたおかげで船が

行き来できない。砂か砂利かなんか知らぬけ

れども、たまって海域を汚染していると。こ

ういった要望がいっぱい上がってくるんで

す。しかしながら、県は何もしてくれない

と。県がそれをとりやめたわけです。なら逆

に、そういったもとの漁場、それにしてやる

のが県じゃないですか。 

 それと、今調査はしてないと。それはおか

しいんじゃないですか。懸念があるからやめ

たわけですよ。すぐ環境調査をずっと継続し

てするべきじゃないですか。そこで結果を出

すべきですよ。どういうお考えですか。 
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○佐藤環境立県推進課長 環境調査につきま

しては、環境基準のほうで定点観測をしてお

りますので、その結果等を分析してみたいと

思います。 

 それから、漁協については、困っていらっ

しゃるということでございますが、方針を見

ますと、県は、漁協からの要請に応じて、国

の補助事業の活用も含め、技術的・財政的支

援を検討するとされておりますので、水産部

局とも連携をしながら、この点については検

討したいと思います。 

 

○井手順雄委員 ぜひとも、この辺は何でも

だめだめじゃいかぬわけですよ。やっぱり工

事、そういうところは、県の工事、今おっし

ゃったように、水産部の工事として発注する

という形でちゃんと漁民の生活を守るという

ことと、やはりこのことによって県内産の覆

砂等もできるわけですね。これはぜひともや

っていただきたいし、それとあわせて、そう

いう漁協からの要望で、市町村から県に上が

ってきます。今度は、漁協は５％の負担金と

いうのが出てくるんですね。負担金、その５

％の負担金も出し切らぬ漁協ばっかりです

よ。 

 それを県のほうでどがんか軽減してやると

か、そういった政策をもって改善に当たると

いうことも、あわせてお願いしたいというふ

うに思いますし、今定点観測、これは、ただ

ブイを浮かして、水温とか、潮流とか、そう

いうことじゃないんです、私が言いたいの

は。掘らぬことでぎゃんよくなりましたよと

いうことを何かペーパーにして出さぬことに

は、漁民はみんな納得いかぬわけですね。海

砂利採取いわゆる商業的に採取をやめたらこ

れだけよくなりましたよというやつも出して

もらわぬと困ると思いますので、ここ辺もあ

わせて検証していただきたい。 

 以上でございます。 

 

○荒木章博委員 この海砂利の処分というの

で、そこでは３億2,400万上がっていますけ

れども、これはどれだけの回収が今済んでい

ますか。 

 

○持田河川課長 今委員の御質問は、24ペー

ジの左下のほうに表を載せておりますが、納

付額の欄のところです。大体1,500万余とい

う額の回収状況です。 

 

○荒木章博委員 済みません。私がちょっと

病院に行っていたものでおくれてきて、これ

をよく見てなかったので、済みません。 

 やっぱりこれだけ回収率が悪いということ

について、なかなかこれは回収するのは難し

いですよ。だから、事前に――これだけ22年

度から24年度となっていますけれども、ある

程度行政指導があってしかるべきじゃなかろ

うかなと思うんですよね。 

 今後において、そういう、やっぱりこの海

砂利採取に対する処分を科する前に、ある程

度やっぱり社長あたりを呼んで、こういうの

は行われてないのかという、そういう聴聞と

かそういうのをやられたんですか。 

  (｢産業支援課だろうもん、答えるとは」

と呼ぶ者あり) 

○奥薗新産業振興局長 当時担当しておりま

したので、私のほうから答えさせていただき

ます。 

 違反の事実につきましては、当初、当方で

は把握をしておりませんでした。それで、一

昨年11月の末だったと思いますけれども、海

上保安庁から業者の１社が摘発を受けたとい

うことで、その状況を見ますと、ほかの業者

も不法採取といいましょうか、定められたも

の以上にとっているのではないかという疑い

がございましたので、詳細な調査に入って、

それで長期間業界ぐるみで不法採取をしてい

たという事実がわかったという状況でござい
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ます。 

 

○荒木章博委員 そのときじゃなければわか

らなかったということですか、今言われたよ

うに。 

 

○奥薗新産業振興局長 そのとおりでござい

ます。 

 

○荒木章博委員 こういう過程においても、

これだけのものが――超過金額について、徴

収がこれはできないですよ、全く。企業経営

ができないんだから。事前にそういうところ

もチェックしながら、今後、やっぱりこうい

うことが二度と起こらないように対応してい

ただきたいと思いますけれども、いかがです

か。 

 

○奥薗新産業振興局長 今後そういうことに

したいと思っておりますけれども、海砂利自

体の状況については、方針として、もうとら

ないということになっておりますので、これ

はいろんな形で教訓とすべきことだと思って

おりますので、今後そういう形がないように

努力したいと思っております。 

 

○西岡勝成委員 私もずっとこの環境委員会

におりますので、海砂利のことについてはず

っと対応してきましたが、多分、これはもう

最初から取れぬだろうというような感じです

よね。まさしくそのような想像どおり予想ど

おりになってきている状態なんですけれど

も、これはそのまま行くんですか。あと手を

出せないでしょう、会社が倒産したら。良心

的に少しずつでも金を納めておられる方がい

らっしゃる、あとはもう開き直りというか、

そういう会社もあられる、そういう中で、こ

れはどうなっていくんですか。 

 

○持田河川課長 確かに、３億幾らのうち今

1,500万ぐらいということで、少ない納付額

になっております。あと、現在のところは、

２社が、営業活動というのは、今私どもが把

握している限りではされていないという状況

なんですが、会社の実態としては、まだ存続

をしているというような状況でございます。

残りの３社につきましては、その他の砂利採

取以外のそういった営業等もやられていると

ころがございますので、そういったところに

ついては少しでも納付をしていただくような

そういう働きかけをやるとともに、あと、先

ほど、法人のほうにこれは科しているという

お話をしましたが、法人は、例えば代表の方

とかそういう方からは取れないんですけれど

も、任意でそういうこともできないかという

ような、そういった話し合いとか、あと、例

えば営業の活動があるところについては、全

額一括納付というのは無理かもしれません

が、分納計画というそういったものも立てら

れないかと、そういったような話し合いを今

させていただいているところですので、そう

いったことに基づいて少しでも回収できるよ

うに、今後はしばらくは粘り強くそういった

活動を行っていきたいと、そういうふうに考

えているところです。 

 

○西岡勝成委員 ２回も３回も違反してやっ

ておる業者もいるんですよ。なめとるわけで

すよ、要するに行政を。だから、そういう人

たちには厳しくやっぱり最後までやるべきこ

とをやらぬと、これは例になりますよ。それ

は後で、これだけとらぬだったけん、とらな

合わぬだったなんていう話はもってのほか

で、それを言うならやめればいいんですよ、

自分がとることを、それならそれで。県と話

し合いをするにも、これでは自分のところの

会社が赤字になります、だから余分にとりま

したなんて、そういう理論は通じるわけない

ので。まあ、よろしく。 
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○森浩二委員長 ほかにありませんか。 

 

○鬼海洋一委員 43ページで、有明海の再生

に向けた協議の場の設定に向けた動きについ

て御説明をいただきました。 

 特に、有明海でノリの被害があって大変な

不漁という状況の中で、このままでいいのか

どうかというさまざまの心配の中から、かつ

てこの県議会の中でも、この問題を集中的に

取り上げ、有八の特措法ができました。それ

からもう既に10年を経過したわけですよね。 

 それで、今も最近の状況を見てみまして

も、今覆砂の問題もありましたが、特に今ア

サリが激減をするという状況に至っているわ

けですよね。そのほかの漁獲はどうかという

と、このアサリだけではありませんで、その

ほかの漁獲もまさに激減をしているという状

況で今日推移をいたしております。 

 この間、覆砂やあるいは耕うん等の努力も

してきたわけですが、なかなかそれが効果的

に成果を出さないという現状の中て、つい前

年度のこの委員会の中でも議論いたしました

ように、もう一回、この有明海の構造的な変

化、これに対する取り組みをやらなければ、

付け焼き刃的なことではもうだめではないか

という議論がされまして、そのことを確認さ

れたのが、昨年のこの特別委員会の決定では

なかったかというふうに思っています。 

 こういう状況の中で、ついせんだって西川

大臣が長崎か佐賀のほうに参られまして、４

県の協議をやってほしいというようなお話を

されたとマスコミの報道を見ました。 

 そこで、有明海再生のための特別措置に基

づく会議、幾つかはあっておりますが、会議

は会議としてあるけれども、中身はほとんど

前進してないじゃないですか。だから、特措

法の中でつくられたこの会議が機能していな

いという現状を、まず認識すべきではないか

というふうに思うんですね。 

 その上で、先ほど申しましたように、西川

大臣が来てそういうふうに言うなら、もっと

政府も本腰を入れてこれを取り組めよという

ことだろうというふうに思うんですが、こう

いう現状を見ながら、西川大臣のああいう提

案を受けて、県としてはどういう態度であの

呼びかけに応じようとされているのかという

ことについて、まずお聞かせいただきたいと

思います。 

 

○平岡水産局長 ４県協議についてお話をい

ただきました。 

 開門調査につきましては、有明海の環境変

化の原因究明のために必要だという考え方に

ついては、県もその考えは変わっておりませ

んが、委員が言われたように、アサリの資源

の減少、それからノリの２年続きの色落ち被

害とか、漁業者にとっては非常に厳しい状況

になっているということで、一刻の猶予もな

いということで、県としましても、その４県

と国が有明海の再生について連携をして、話

し合いをして取り組んでいくということは非

常に有効だということで、本県からも国に対

して提案をしておりまして、今回、国からの

提案を受けて、本県もそれに参加するという

形になっております。 

 会議自体がどういった形で進むかというの

は、まだよくわかっておりませんけれども、

県としましては、有明海の再生に向けて国が

リーダーシップをとってやっていただきたい

ということ、それから４県、４県の漁業者か

らのいろいろ取り組みについて、提案につい

ても国にしっかり受けていただきたいという

ようなこと、それから、今回のこの４県協議

につきましては、国のほうは農林水産省の農

林振興局と水産庁が参加しているということ

でございまして、いろいろ抜本的な対策をや

っていく上では、特措法の関係省庁で６つの

省がありますが、そういった国交省とか環境

省にも入っていただいて、そういった中で一

緒にその対策を検討して取り組んでいただき
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たいというようなこと、そういったことにつ

いて協議会の中で提案していきたいというふ

うに思っているところでございます。 

 

○鬼海洋一委員 そのために、これほどいっ

ぱいの事業が、この特措法に基づいてさまざ

ま予算をつけられ、そして今までやられてき

たんですね。しかし、これだけの事業をやっ

たにもかかわらず、現状どうかというと、そ

の環境が改善するどころか、あるいは漁獲量

がふえるどころか、激減の傾向になっている

という現実の中で、もう一回構造的にやり直

そうじゃないかというのがこれまでの私ども

の意見だったはずですよね。 

 それで、もう一回ちょっとお尋ねしますけ

れども、この特措法に基づく国段階の会議が

幾つかありますけれども、これはうまく機能

しているんですか。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 おっしゃるように幾つかの会議がございま

す。今度４県協議の場となったこの会議も、

従来――もともとありました有明海再生に関

する協議会というのがありまして、これを拡

充したものでございますので、先ほど委員の

ほうから御指摘がございましたように、今ま

で機能しなかったということであれば、それ

をどのようにしたら機能していくのか十分検

討いたしまして、ぜひ活用していきたいと思

います。 

 実際内容を見てみますと、これまでの調査

を通じて再生の道筋を明らかにするという内

容でございましたが、それに４県が協調した

具体的な取り組みの推進を通じて再生に資す

るという目的が追加をされておりまして、こ

れを分析しますと、これまで県が要望してき

ました具体的な対策の実行につながるもので

はないかと考えております。 

 ですので、せっかくつくられた協議の場で

ございます。好機と捉えまして、水産局とも

連携しながら、環境のほうも幹事会のほうで

発言の機会等がございますので、ぜひ農林水

産省の方針を確認させていただきまして、ぜ

ひ他の３県と歩調をそろえて、有効かつ具体

的な取り組みの拡大につながるように、会議

として終わってしまうような場ではなくて拡

大につながるように、ぜひ取り組んでいきた

いと思っております。 

 

○平山水産振興課長 水産振興課です。 

 43ページにお示ししておりますのが、今委

員からございました、左手の赤い枠で囲んだ

ところが特措法の条文に係る会議でございま

す。委員から御指摘がございましたように、

現在、上から、促進協議会、促進協議会幹事

会、それと１つ離れて有明海・八代海等総合

調査評価委員会といったところが特措法の条

文に基づいて設置されている会議でございま

す。 

 促進協議会につきましては、知事レベル、

それと６省庁の大臣が構成した一番重要な会

議でございますけれども、現在までにまだ１

回しか開催されたことがないということで、

極めて実働がないといったところで、今回動

きがございましたのが、平成16年の亀井農林

水産大臣の発言によって設置されました右側

の太い青い破線で囲んでいる有明海漁場環境

改善連絡協議会が動き出したというところで

ございます。これは、農林水産省が、開門を

推進する派、開門に反対する派の両者からの

提訴に基づいて相反する裁判の判決が出たこ

とによって、何とか有明海の再生につながる

ような取り組みをしたいということで設置さ

れたところでございます。 

 私どもといたしましては、局長からもお話

がございましたとおり、中長期開門調査を実

施してくださいという立場は変わりませんけ

れども、まずもって有明海の資源の回復に結

びつくような４県が協調した取り組みが進む
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のであればということで、この協議会に参加

して、なおかつ国の主体的な関与をお願いす

るために、関係省庁でございます国交省、環

境省にも、この会議に参加してぜひとも再生

に結びつくような話の場にしたいということ

で参加することを表明したところでございま

す。 

 今後、10月中には具体的な動きが始まりま

すので、そこでの国の動きも注視しながら、

関係省庁のさらなる参加を希望してまいりた

いと思っております。 

 

○鬼海洋一委員 この前のそのメディアの報

道を見ながら、何言っているんですかと、今

ごろと、長い間この委員会に所属をして、さ

まざまな角度から有明海の再生を求めてきた

一人として、率直にそのようにやっぱり思い

ましたね。お話のとおりに、この特別措置法

に基づく促進協議会とかいろいろありますけ

れども、ほとんど機能していないじゃないで

すか。しかも、その結果が、あの諫早湾の関

門、賛成、反対、双方に裁判でも負けるなん

ていう、こんなざま。 

 今、農林水産省、それぞれの省庁、そうい

うぐあいになっているわけでしょう。だか

ら、ああいう発言をしていただいたというこ

とになれば、やっぱり我々、それぞれの地元

の受けとめ方というものも、その機に乗じ

て、我々が考えてきた、これまで問題だと思

っていたことを、改めて厳しく国に求めると

いうことをやっぱりやってほしいというふう

に思います。そうしなければ、今、砕砂の問

題、海砂の問題について議論があっておりま

すけれども、一番大きな問題は、河川からの

流入のこのヘドロ等の堆積によって明らかに

アサリ貝が今絶滅状況に来ているということ

は言われているわけですから、構造的な変化

をどうするかということを解決しないで、も

う解決しないじゃないですか。だから、そう

いう意気込みで、それくらいのはまりで、こ

のチャンスを生かしていただきたいというこ

とを強く求めておきたいというふうに思いま

す。 

 

○平岡水産局長 鬼海委員から、抜本的な部

分の対策ということかなと思ったんですが、

この委員会の中でも、泥質化という問題、干

潟、それから干潟周辺に非常に泥分が多くな

ってきているということ、そういった部分も

非常に抜本的な対策が必要であると、ぜひそ

ういったことの対策に取り組んでもらいたい

というようなことも、この協議会の中でしっ

かり伝えていきたいというふうに思っており

ます。 

 

○松岡徹委員 鬼海委員の質問と関連して、

諫早湾干拓の中長期開門調査とか４県協議に

ついて少し伺いたいと思います。 

 ことしの８月８日に、有明海・八代海等再

生推進連絡協議会、この左枠のグリーンのと

ころですね。ここが要望書を出しているんで

すね、海域環境悪化対策と具体的な施策とい

うことでね。これはこれで出しているんだけ

れども、今度国のほうもかかわって４県協議

が持たれると。この４県協議をどういうふう

に見るのか、どういう役割を果たすのかとい

うのが、まず最初に聞きたいんですけれど

も。 

 １つは、長崎県が嫌々すると。長崎県を入

れるためには、諫早湾の開門調査問題は一応

棚上げるということが伝えられていますね。

そうすると、鬼海委員からもあったけれど

も、いろいろこれまで国としてやってきたけ

れども、根本的に有明海異変の問題を解決す

る――熊本県も中長期開門調査という立場を

ずっと主張してきたけれども、そういうのが

棚上げになって解決策を見出すことができる

のかという問題があるわけですね。 

 そこで、西川大臣が先日佐賀県知事と会っ

たときの報道で、４県が同じテーブルで話し



第19回 熊本県議会 環境対策特別委員会会議記録（平成26年９月29日) 

 

 

 

- 25 -

合い、意見が一致すれば、国営諫早干拓事業

の開門問題の解決にも近づくというふうに述

べたと伝えられているんですよ。 

 ４県協議の中で、一応諫干問題は棚上げ

に、いわば協議事項から除くけれども、協議

の中でそれに接近するように求めていくの

か、そういうふうに理解していいのか、熊本

県としてそういう取り組みをするのか。それ

とも、熊本県は熊本県として、４県協議とは

別な場所でといいますか、県独自にこの中長

期開門調査問題については努力していくの

か、追求していくのか。そこら辺のところを

まずちょっと聞きたいんですけれどもね。 

 

○平山水産振興課長 中長期開門調査の実施

につきましては、これまでの委員会でもお答

えしたとおり、県として、有明海の異変の解

明のためには、中長期開門調査は必要だとい

う立場、これは、９月９日に、知事の定例記

者会見で知事もおっしゃっていたと思います

けれども、その立場には変わりがないと。そ

れはまた、この特別委員会の中でも議論いた

だいて、皆様方からの各委員からの意見とし

てもそういうことだというふうに認識してお

ります。ですから、今後とも国に対して中長

期開門調査の実施については求めてまいりま

す。 

 ただ、今の有明海の状況といったところ

が、まず、漁業者の皆様方の資源の減少、ア

サリの減少、ノリの不作と、非常にもうぎり

ぎりのところだと。ノリにつきましては、こ

とし、平成に入って最低の生産額でございま

して、これは２年続けて、おととしが84億

円、昨漁期が81億円というところで、最低の

できでございますので、まずもって資源の回

復に結びつくような取り組みをやってほしい

といった漁業者の皆様の意見でございますの

で、中長期開門調査を希望しながらも要望し

ながらも、一方で、ぎりぎりいっぱいのとこ

ろに来ている有明海の再生に向かうことを議

論して４県が協調して取り組めるものがあれ

ば、国の協力をいただきながら４県で取り組

むといったことを協議する場というのは非常

に重要だという認識で、この協議会に参加す

ることを決定したところでございます。 

 最初に申しましたけれども、中長期開門調

査は有明海の異変の解明のために必要だとい

った考えは変わらないというところを、まず

お答えさせていただきます。 

 

○森浩二委員長 だから、聞かれているの

は、４県協議で言うのか言わないかでしょ

う、その問題に。 

 

○松岡徹委員 もう一回聞きますと、大臣

は、協議、話し合いをしていけば、諫早干拓

の問題、開門問題の解決にも近づくというふ

うに言っているわけだね。だから、この４県

協議の議論というのは、ずっとそこまでいわ

ば結果として煮詰めていくのか。その点は、

熊本県としてどう努力するのか。 

 それと、もう一つは、最初からそういうわ

けにはいかぬから、いわば開門調査のため

に、これまでの県のスタンスをどういう形で

効果のあるように働きかけたり努力をしてい

くのかということを聞いているわけですね。 

 

○平山水産振興課長 資料の44ページから46

ページのこの３ページにかけましてが、９月

９日に農林水産省から示された内容でござい

ます。その中で、話し合いの前提というのが

示されてございます。 

 まず、①として、開門問題には触れない

と。 

 これは、長崎県さんと立場が異なりますの

で、長崎県さんが同じテーブルに着くための

前提として開門問題には触れないということ

でございますので、当面、この協議会の場で

開門調査を議論することは、まずございませ

ん。 
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 一方で、今説明しましたとおり、中長期開

門調査は必要という県の立場は変わりません

ので、これは別途国への政策提案等で今後も

国に対して強く求めてまいります。 

 

○松岡徹委員 それで、これは部長にちょっ

と聞きますけれども、この前の委員会で、結

局は長崎県も含めて合意するためには、この

諫早湾問題は、漁業者の立場だけじゃなく

て、漁業、農業、防災、特に長崎がこだわる

のは漁業と防災ですから、この３つを一体と

した解決策を示さないと長崎県の合意は得ら

れないと。そういう点で、いわゆる一般的に

開門調査が必要だというだけじゃなくて、熊

本県として、もう少しこの３つの角度から踏

み込んだ研究をして提言なんかを考えたらど

うかということに対して、知事もいろいろ考

えてみる必要はあるかなという答弁だったん

ですけれども、その後、何かいい案とか考え

は煮詰まってきておりますでしょうか。 

 

○谷﨑環境生活部長 今の松岡委員からの御

質問に対して、端的に言って、特にその具体

的なものが煮詰まっているということではご

ざいません。 

 今お話があっているように、この４県協議

が、やっぱり長崎、佐賀、それぞれがテーブ

ルにのってきたということを、まずは評価し

たいと思いますし、その場で、今この44ペー

ジに示されておりますけれども、このような

方針で、先ほど課長が申し上げましたよう

に、せっぱ詰まった有明海・八代海の状況で

ある、漁民の方々の非常に厳しい状況がある

ということを受けて、まずは、対症的である

部分があるかもしれませんが、構造的な部分

も含めて４県がテーブルについて、この問題

について正面から議論するということは大事

なことだと思っていますので、この４県協議

は私は大事にしていきたいと思います。 

 また、そういう中で、開門調査について発

言をすることは、別途ということで発言があ

りましたけれども、まさしくそれを方針とし

て示されておる状況の中で、私どもが、その

発言する状況の中で、この４県協議が協議の

場として成り立たないということは、もう望

むところじゃありませんので、この４県協議

の場を我々としても大事にしながらそこで発

言していきたいと思っております。 

 今開門調査についての総合的な見解を述べ

るべきだという部分については、別途その機

会を捉えて、私どもとしても政府提案の中で

も要望していきたいということで考えていま

すので、そういう中で、今松岡委員から話が

ありましたような部分について、総合的な部

分で、我々のほうとして、農業者のほうの気

持ち、それから防災の部分についても、簡単

でないわけじゃないでしょうけれども、た

だ、今のところ、やっぱり漁業者が非常に厳

しい状況になっているということを、本県の

立場としては主張していくのかなという思い

でおります。 

 

○松岡徹委員 どうもちょっとこうかみ合わ

ぬところがあるのは、その漁業者がいわばも

う何人も自殺をして、いわば宝の海有明海

が、魚のとれない、ノリの生産も価格も落ち

込むというような深刻な事態の中で、結局

は、それを解決するために諫早干拓の開門調

査が必要だということを福岡高裁で確定判決

がなされてきたわけですよ。熊本県もそれを

主張してきたわけだから。４県協議をやるこ

とによって、結局はそのことがいわば狡計に

なされれば、これは本末転倒だと思うんです

よ。 

 だから、４県協議は４県協議で、私は、大

臣がこういうふうに言ってるから、ずっと煮

詰める中で、やっぱり諫早干拓問題に結局は

行き着くようになるように熊本県も努力して

ほしいんだけれども、やっぱり棚上げしたま

ま差し当たりの対策対策だけでやっても解決
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しなかった、問題はより深刻になるばかりだ

ったというのを鬼海委員も言ったとおりで、

 それで、私はやっぱり漁業、農業、防災を

一体にした提案をすべきだということで、部

長に注文つけるだけではなくて、僕自身もい

ろいろ研究してみたんですけれども、改めて

ちょっと部長に、少し資料提供というか、し

たいと思うんですけれども、５月26日の参院

決算委員会、質問者は、仁比聡平議員、答弁

者は、林農水大臣、太田国交大臣、谷垣法務

大臣、麻生財務大臣、菅官房長官、これだけ

の人がこの決算委員会で答弁者になっている

んですけれども、この中で非常に注目される

のは、太田国土交通大臣と国土交通省の水管

理・国土保全局長の答弁があるんですけれど

も、要するに、本明川の河口、諫干のところ

の１級河川の本明川の河口に堰をつくって、

いわば農業用水を取水することを基本にした

ほかの小さな河口もあるんですけれども、農

業用水を取水することができるんじゃないか

という質問をしたのに対して、局長も、太田

大臣も、それはできますと。ただ、これまで

福岡高裁の確定判決が出て３年余り、一回も

そういうことで農水のほうからの相談はあっ

ておりませんと、相談があれば国土交通省と

して適切に対応しますと。 

 太田大臣の言っておられること自体を少し

読んでみますと「１級河川の防災とか地域の

防災等々については、これは取り組むことが

我々としては任務だというふうに思っており

ますが、今お話のこれまでありました諫早干

拓事業をめぐる代替水源の確保として、海水

淡水化施設以外の具体的方策については、平

成22年の福岡高裁での開門義務履行の確定判

決以降、これまで農林水産省より協議を受け

ておらない、先ほど申し上げたとおりでござ

います。」これは、先ほどというのは局長が

答弁しているわけですね。国土交通省として

は「１級河川本明川を管理する立場といたし

まして、農林水産省から協議の求めがあれば

適切に対応してまいりたいと考えておりま

す。」と、こういうふうに国土交通大臣が答

えていらっしゃるんですよ。 

 ここにちゃんと――本明川というのは１級

河川だから水量もあるわけで、ほかの河川も

ありまして、そこに堰をつくっていわば取水

することはできるんだと、大臣も、いわば国

交省の事務当局も言っているわけですね。た

だ、確定判決したけれども、農水からは一回

も相談はあっとらぬと、相談があれば対処し

ますよというふうに大臣が答弁しているんで

すよ。 

 こういう点なんかは、本当に長崎が一番こ

だわっているのは農業用水ですよ。防災もあ

りますけれどもね。これをやれば解決できる

んですよ。そういう点で、私はもう少し――

部長がああいう答弁をされてからかなり日が

たっておりますので、英知を集めた努力をお

願いしたいなと思うんですけれども、その辺

は部長いかがでしょうか。 

 

○谷﨑環境生活部長 多少門外漢的なところ

はあるかもしれませんが、農業用水の確保に

ついては、過去にもボーリングをしてそこの

水の確保をするといったことも私も報道で存

じ上げておりますけれども、今の農林省の協

議がないということに対する大臣及び局長の

お答えについて、その真意は、ちょっと私と

しても、その国会の答弁自身を今初めてお伺

いしましたのでわかりませんが、農業問題に

ついては、まさしく長崎の中での農業の振興

とそれから漁業の振興という意味での国側か

らのアプローチをしながら、いろんな打開策

をこれまで試みてこられているという状況は

存じ上げています。国の政策の中で、今国交

省と農林省との間においてどのような協議が

今後なされるかということもあるでしょう

し、私どもとしてそれを発言することはちょ

っと控えさせていただきたいと思います。 

 それと、総合的な部分ということですが、
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私どもとしても、先ほど申し上げましたよう

に、やっぱり漁業者が今の厳しい状況に置か

れているということ、そういった観点から、

国のほうにはしっかり物を申していかなきゃ

いけないんだろうなと、そういう思いで今お

ります。 

 

○松岡徹委員 繰り返しになるけれども、漁

業者の今の困難を解決するためにも、中長期

開門調査をして、この有明海汚染の原因をき

ちっとして解決せないかぬということです

ね。 

 ボーリングの話が出たけれども、結局は農

水がそのボーリングをするとかなんとかのこ

とを基本にした代替案を出すものだから、そ

れは、農民としては、それでは地盤沈下した

りして大変だということで断固反対なんです

よ。だから、それでは解決しない。それで、

本明川などから取水するということで、国交

はやっていいと言ってるわけだから、そうい

う点を長崎も含めていろんな形で協議をし

て、話をまとめるという努力をすべきではな

いかと言ってるんですよ。 

 

○谷﨑環境生活部長 今、国会での答弁での

やりとりの部分については、私がそれに対し

てお話をするつもりはないんですが、いずれ

にしても、ボーリングの問題もそうですし、

今回のその堰の問題も、その堰をつくること

によって、どのような問題が生じてくるか。

これは全て地元での合意がなされている部分

でもまだないでしょうし、いろんな意味でい

ろんな方策が出てくるんだろうと思います。 

 ただ、やっぱりそれを待ってては、我々と

しても、その漁業者の今の状況というのは厳

しい状況に置かれているということは再三申

し上げているとおりですので、その部分につ

いて、我々としては、今置かれている今の漁

業者の立場をしっかり代弁しながら主張して

いくというのが一番の問題解決に近づくんじ

ゃないかなと思っております。 

 堰の問題についても、ボーリング問題につ

いても、まだまだ時間はかかってくると思い

ますし、そういった問題が浮かんでくる中で

開門調査がどんどんおくれてくる、そして、

その結果として、有明海、八代海の環境状況

が悪化して、漁業者の非常に厳しい状況がま

すます厳しくなってくるということについて

は、我々としては猶予もならないという状況

で今おります。 

 

○松岡徹委員 これで最後ですから。 

 その漁業者漁業者と、私は、もう最初か

ら、漁業問題からずっと言ってきたんだけれ

ども、この10何年ね。 

 例えば、今、諫早干拓というのは、大体１

万1,000ヘクタールぐらい、最初は諫早湾を

全部閉めるつもりが３分の１になって、大体

3,500ヘクタールになって、その中で2,600ヘ

クタールが調整池になっているわけですよ

ね。それは知っているとおりだと。 

 この調整池は、どういう状態にあるかとい

うと、保健科学大の高橋先生が詳しく調査し

ているのなんかを読んでみると、アオコのミ

クロシスチンというのが、いわばＷＨＯの基

準で見ると、表層水では15倍高いらしいんで

す。そこの泥水でいくと600倍になるらしい

んですよ。干潟のときには、１平方メートル

当たりで1,000から2,000グラムの生物があっ

たのが、今は２グラムぐらいで1000分の１ぐ

らいになっているらしいですよ。このいわば

非常に汚れた水が――諫早干拓というのは、

いわば水門が閉められているけれども、完全

に閉められているんじゃないんですよ。毎日

毎日その汚れた水が海に流されているんです

よ。まさに漁業の問題なんですよ。 

 だから、開門調査をして、門をあけていわ

ば海水を入れかえて、あの短期開門の調査を

したときだけでも、かなり環境が改善してタ

イラギがとれるようになったとか、そういう
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ことがあったんですよ。それをやらないと、

いわば汚れた水がどんどんどんどん毎日流さ

れているというのが実態なんですよ。漁業者

漁業者と言うけれども、漁業問題のために

も、この開門調査を急いでやらなきゃならぬ

のだということですね。そこのところを腹に

据えて、本当に熊本県が開門調査を求める立

場ならば、知事を先頭に、いわば４県協議は

４県協議と、きちっと取り組みを強めていっ

ていただきたいということですね。求めてい

きたいと思います。 

 以上です。 

 

○森浩二委員長 ほかに質問は。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり） 

○森浩二委員長 なしですね。それでは、有

明海、八代海の質疑は終了します。 

 それでは次に、地球温暖化対策に関する件

について質疑はありませんか。 

 

○井手順雄委員 この49ページを見てみます

と、業務部門、家庭部門、産業部門、本当、

平素の節電とかいろんなことで努力なされ

て、横ばいもしくは減少にあるということ

で、本当、皆さん頑張っておられるなという

思いがあります。 

 しかしながら、最終的には、これがどこま

で下がるかわかりませんけれども、あとはも

う横ばいで推移していくのであろうというふ

うなことはいずれ推測できるんですが、この

電気量の急激なアップですよ。 

 平成22年から24年、これは、いわゆる原発

が停止したことで、化石燃料等を、重油だと

かそういう石炭等を燃やして、それでＣＯ2

が大きく排出してこういったグラフになって

いるというようなことでありますけれども、

基本的に、この地球温暖化というのは、京都

議定書から始まりまして、もう来年には中

国、アメリカも参入するという環境の中で、

本県のみならず、日本国はどこの県において

もこういった状況であろうというふうに考え

られると思うんですが、何を言いたいのか。 

 結局、原発が動けば、これが下がるのはも

う明白であるというふうなことであろうとい

うことでありますが、県の温暖化対策を進め

る中で、この原発というのはどう考えておら

れるのか。そこ辺の問題を、谷﨑部長、お聞

かせ願いたいと。 

 

○谷﨑環境生活部長 済みません、今のこの

表は、確かに温室効果ガスの排出量の計算か

らいって、先ほどから説明いたしております

ように、エネルギー使用量といったものは減

少ないしは横ばいということで推移している

状況で、ということは、それだけ非常に節電

意識ということについて県民、国民のそれぞ

れの動きが如実に出てきているのかなと思っ

ております。 

 ただ、先ほどお話がありましたように、一

方では原発の再稼働がとまっている状況の中

で、数値的にあらわしますと、火力発電所に

よるＣＯ2削減がままならない状況の中で、

ＣＯ2の排出量がふえてきているということ

が、この表であらわれているとおりでござい

ます。 

 なおまた、今井手委員のほうからお話があ

りました原子力発電所について、結果として

は、この温室効果ガスを増大させている状況

というのはそういうことで、原子力発電所が

今再稼働ができてないという状況下であらわ

しているわけですが、ただ、この原子力発電

所については、まさしく国のほうで、エネル

ギー政策としてどのような構成比でこの電力

供給を行っていくかということは、今後国の

ほうで進めていくことになります。 

 今後の国のほうのＣＯ2削減目標というの

をまだまだ明確にされてませんし、また、そ

の中では、エネルギーのもとになります原子

力発電所と火力発電所、あるいは再生可能エ

ネルギーのいろんな構成比について明確なも
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のがまだ国側としても示されておりませんの

で、大変ありがたい質問ではございますが、

私からはなかなかお答えができない状況でご

ざいます。そのあたり御考慮いただければと

思います。 

 

○森浩二委員長 ほかに。 

 

○山口ゆたか委員 実は、この60ページです

か、グリーンカーテンの普及等々、ライフス

タイルの転換に向けた啓発ということで、皆

さんも率先的な行動をされていると思います

けれども、皆さんが仕事をされる本庁舎とか

新館に行けば、夏場に行けば大変な暑さで、

私だったら、これは仕事をしたくないという

か、能率が悪くなるんじゃないかというぐら

い暑い時期もありますよね。 

 こういったものは、グリーンカーテンじゃ

ちょっと弱いでしょうから、もうちょっと新

たな方策を考えられてはいかがかなと思うん

ですよね。あの暑さではちょっと能率に影響

するんじゃないかと。そしてまた西日もきつ

い等もありますし、かなり仕事には影響する

んじゃないかなと。確かに皆さんの努力は認

めますが、もう一歩踏み込んで、何か新たな

策を考えていただければと思いますが、いか

がでしょうか。 

 

○佐藤環境立県推進課長 今御提案をいただ

いたんですが、グリーンカーテンにつきまし

ては、温暖化への取り組みの象徴的な取り組

みと位置づけておりますので、グリーンカー

テンは引き続き続けていきたいとは思ってお

ります。正直言って、夏場の暑いときは本当

にもう１度下げたいなという気持ちもないで

はないんですけれども、しかし、ＣＯ2の削

減というのは待ったなしの状況でございます

ので、冷房の適正な温度設定については引き

続き努めたいと思っております。 

 

○山口ゆたか委員 そこを否定するわけじゃ

なくて、今までの取り組み以上に何か新たな

ことを考えたらいかがかということなんです

が。 

 

○佐藤環境立県推進課長 温暖化対策という

のは、ＣＯ2の削減が最終的な成果目標でご

ざいますので、今回の説明では温暖化排出係

数が上がったからというような話もしました

けれども、実際、今後こういうことがあって

もＣＯ2削減自体は進めていかないといけな

いと思っております。 

 今考えておりますのが、市町村を巻き込ん

で、もっと県民のお一人お一人にそういった

危機意識といいますか、そういったものが伝

わっていくように工夫をしたいと思っており

ます。 

 

○山口ゆたか委員 係数にこだわるだけじゃ

なくて、現実的な対処として、もう一個何か

考えたらいかがかということなので、要望し

ときます。 

 

○小早川宗弘委員 八代振興局でもグリーン

カーテンの取り組みをするというふうなこと

で、私もちょうど５月か６月ぐらいに見にい

ったんですけれども、去年もされたというこ

とで、途中でうまく伸びなかったと。ことし

も局長出らぬだったですかと言ったら、こと

しもだめだったということで、そんな経費は

かからぬけんよかでしょうけれども、ぜひ取

り組むなら成功されるように、ゴーヤが食べ

れるように、そういう取り組みをしてくださ

い。要望だけです。 

 

○松岡徹委員 なかなかエネルギー政策は難

しい問題で、ここで原発の議論をやると、ま

た……。ただ、まあ僕の感想としては、やっ

ぱり今の福島の事態とか、今度御嶽山が爆発

して、規制委員会のあれでは、火山予知につ
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いては全く検討体制になっていない。そうい

うこともあって、やっぱり一つ一旦事故を起

こせば大変なことになるから、そういう思い

がありますし、そういう立場で運動もやって

いるんですけれども、それはそれとして。 

 ちょっと質問としては、熊本県のエネルギ

ー計画で、2020年まで、家庭で使う電力につ

いては、いわば電力換算で再生可能エネルギ

ーと節電、省エネで何とかペイするようにと

いうような、そういう計画になっていると思

うんですね。その進捗状況といいますか、知

事もよく再生可能エネルギーの本格的なやっ

ぱりシステムをとおっしゃっているけれど

も、この表で見ると、地熱とか、水力とか、

風力とか、なかなか十分ではないような感じ

がするんですけれども、その点はいかがです

かね。 

 

○村井エネルギー政策課長 熊本県の総合エ

ネルギー計画では、新エネルギーの導入で原

油換算の60万キロリットル、省エネの推進で

40万キロリットルで、中長期目標である平成

32年度末に100万キロリットルの目標を達成

するという目標を立てております。 

 前回の委員会でもお答えしましたが、まだ

最新の25年度末のが完全に出そろってません

ので、前回お答えしたとおりになるかと思い

ますけれども、24年度末では37万キロリット

ルが新エネ導入で図られておりまして、省エ

ネ推進で13万キロリットルの50万キロリット

ルということでございまして、短期目標、平

成27年度末が58万キロリットルを目標として

おりますので、おおむね順調に推移している

というふうに今のところ判断しております。 

 

○松岡徹委員 25年度末のは、いつごろ出る

とですか。 

 

○村井エネルギー政策課長 もうすぐまとま

るというふうに聞いております。 

 

○内野幸喜委員 一番最初に、いいくに発電

所のときにちょっと話が出たんですけれど

も、九州電力さんの買い取りの中断の件です

ね。 

 まず、熊本県としては、太陽光等を積極的

に推進してきた中で、この需給バランスが崩

れるということで、将来的にはそういうこと

があるかなというふうには思ってたんですけ

れども、ちょっと早くこういう時期が訪れた

のかなと。その中で、県としては、これにつ

いてはどのように思っているのかというの

を、まず１点お聞きしたいと思います。 

 それから、もう１つ、２つ目が、例えばこ

の54ページ、国の再生可能エネルギー等導入

推進基金事業とか、(ｈ)の市町村が行う新エ

ネ導入、省エネ推進などと書いてあります。

こうした事業に対して影響があるのか。さっ

き、いいくに発電所については影響はないと

いう話だったですけれども、こうした事業に

何らかの影響が出てくるのかというところを

ちょっとお聞かせいただければなというふう

に思います。 

 

○村井エネルギー政策課長 今後の再生可能

エネルギーの普及に今回の九電の系統連系へ

の回答の保留が何らかの影響を与えるという

ことは否定できないというふうに思っており

ますが、県の再生可能エネルギーの推進の姿

勢には変更はございません。 

 これは、今回の九電の措置というのが、電

力の安定供給を前提に、他の電源とのバラン

スを考慮した上で、再生可能エネルギーを最

大限に受け入れていくためというふうに理解

しておりまして、総合計画が目指しておりま

す方向が変わるものではないというもののた

め、現時点で目標を見直す予定はないと、必

要はないというふうに考えているところでご

ざいます。 
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○内野幸喜委員 ２点目はどうですか。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございますが、お尋ねの市町村向けの再生可

能エネルギー等導入推進基金事業につきまし

ては、自家消費が基本でございますので…

…。 

  (｢聞こえません、もうちょっと大きい声

でお願いします」と呼ぶ者あり) 

○佐藤環境立県推進課長 失礼しました。 

 ２点目の市町村向けの再生可能エネルギー

等導入推進基金事業につきましては、自家消

費が基本でございますので、売電をいたして

おりませんので、それにつきましては影響は

ございません。 

 

○内野幸喜委員 わかりました。 

 

○森浩二委員長 ほかにないですね。 

 それでは、地球温暖化に関する件は終了い

たします。 

 それでは、その他の質問に入りますけれど

も。 

 

○荒木章博委員 ２点だけちょっとありま

す。 

 今、御嶽山の死亡等が報道されております

けれども、熊本には阿蘇山という一つの活火

山もあるわけですから、いついかなるときに

もこういう事例がないとは限らないんですよ

ね。そういった中での対策というのは、当県

はどういうふうに考えておられるのか。環境

……。 

 

○森浩二委員長 環境的にですか。 

 

○荒木章博委員 環境的にも含めて、対策。

だから、この環境委員会でそういうのもやっ

ぱり今から論議していかなきゃいかぬとだろ

うと私は思うんですよね。どなたか。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございますが、火山に関しましては、阿蘇山

がございますので、知事公室ないしは危機管

理課のほうでその対策は練っているところだ

と思います。ただ、環境に関しては、今御指

摘のありましたことについては、今のところ

特段の協議というのは行っておりません。 

 

○荒木章博委員 当然そうだろうと思うんで

すけれども、ただ、防災ももちろん当然です

けれども、今からの環境的な問題ですね。あ

れだけの被害をこうむるわけですから、環境

に対しても、やっぱり環境もこれに加わっ

て、こういう火山対策とかそういうものも今

後やっていただきたいと要望しておきます。 

 続きまして、もう１点。 

 今、鬼海委員が、そこにグリーンのマーク

をはめておられて、熊本県を挙げて、知事が

先頭に立って有機野菜の奨励を取り組んでお

られます。今の状況では――鬼海先生がはめ

ておられたから、私もすぐ入会をいたしまし

た。やっぱりこれは協力せないかぬなと思っ

て。何でそがんとはめとんなっとですか、そ

がんくまモンのバッチは見たことありません

と言うたところが、鬼海先生から、こうやっ

て農業の一つの奨励の中でやるんだよという

御指導をいただきましたので、私もすぐ入会

をいたしました。皆さんも多分全部入ってお

られると思いますけれども。 

 そういったことで、今どういう、これだけ

の例えば県が進めている県民に対しての告知

ですね。前回もちょっと言ったかと思うんで

すけれども、告知やら、そしてまた生産者に

対する普及、どのくらいのペースで今上がっ

てますか。 

 

○園田農業技術課長 農業技術課でございま

す。 

 今委員のほうから話がございました、くま
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もとグリーン農業のバッジのことというふう

に思いますが、グリーン農業につきまして

は、生産宣言、これは生産をする人の宣言、

それと、それを応援する応援宣言というのを

今推進しておりまして、今現在、生産宣言が

１万2,289件ということで、これはページで

行きますと13ページのところに件数を載せて

おります。13ページの一番下の②の取り組み

状況等のところに書いてございますが、生産

宣言が１万2,289件、それから応援宣言が7,7

95件ということになっております。これは４

月から比べますと、かなり応援宣言のほうが

ふえておりまして、４月からしますと、もう

2,000件近く応援宣言がふえたという状況で

ございます。 

 

○荒木章博委員 私も余り知らなかったもの

ですから、早速これの応援宣言のほうに入ら

せていただきましたので、今後も、こういう

啓発活動には、県の指針ですので、頑張って

いただけると思います。 

 終わります。 

 

○松岡徹委員 この前の委員会で新幹線の騒

音被害問題をちょっと聞いたと思いますが、

その後、調査をするということで調査がやら

れたと聞いておりますけれども、やっぱり相

変わらず基準オーバーが出ているのかなと、

出てたんじゃなかったかと思うんですけれど

も、それと対策ですね。 

 

○川越環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 新幹線騒音につきましては、今年度も測定

を終了しておりまして、結果につきまして

は、４月から７月にかけて、全26地点で実施

をしておりまして、そのうちの７地点で騒音

の環境基準を超過しております。 

 その７地点につきましては、全て個別対応

等の対応作業、音源対策と個別対策というよ

うな形で対応されておりまして、どうしても

音源対策ができないといいますか、いろんな

音源対策、防音工事であったり緩衝材による

音の減少というようなのを加えても、どうし

ても音源対策で対応できなかった部分につき

ましては、個別の対策、例えば普通の窓ガラ

スをサッシガラスに変えるとか、二重サッシ

ガラスに変えるとか、そういう個別の対策を

全て済ませておるというふうに聞いておりま

す。 

 

○松岡徹委員 なかなか、それでもやっぱり

オーバーしているところの人たちは深刻な実

態をおっしゃるわけね。難しい問題だけど、

やっぱりできるならばあそこのところを少し

減速すれば一番解決するんですけれども、今

後、私なりにも努力していきたいと思います

けれども、県としてもいい知恵がないか考え

てほしいと。 

 

○森浩二委員長 よろしいですか。 

 それでは、質問を終了いたします。 

 それでは、続きまして、付託調査事件の閉

会中の継続審査についてお諮りします。 

 付託調査事件については、引き続き審査す

る必要があると認められますので、本委員会

を次期定例会まで継続する旨、会議規則第82

条の規定に基づき議長に申し出ることに異議

ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○森浩二委員長 異議なしと認め、そのよう

にいたします。 

 以上で本日の議題は全て終了しました。 

 それでは、これをもちまして第19回環境対

策特別委員会を閉会します。 

 お疲れさまでした。 

  午後０時18分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により
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